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Ⅰ 報酬に関する事項（総則）

○サービス提供時の報酬の算定

■ 障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスを提供

した際の報酬の額は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（平成18年9月29日厚生労働省告示第523号）平成31年3月25日厚生労働省告

示第87号改正」別表の介護給付費等単位数表により算定する単位数に「厚生労働大臣が定

める一単位の単価（平成18年厚生労働省告示第539号）」を乗じて得た額となる。

■ 具体的には、単位数に10円を乗じて得た額（基準該当居宅介護、基準該当重度訪問介護、

基準該当同行援護、基準該当行動援護については8.5円を乗じて得た額）にサービス提供事

業所が所在する地域区分に応じた割合を乗じて得た額、療養介護については、単位数に10

円を乗じて得た額となる。

■ 地域区分については、平成30年４月１日時点で、岡山市が「七級地」、それ以外は「その

他」となった。

「七級地」の単価（厚生労働大臣が定める一単位の単価）
共同生活援助：1000分の1024
施設入所支援：1000分の1020
就労継続支援A型・B型：1000分の1017
上記以外：1000分の1018 ※療養介護は1000分の1000

※「その他」はすべて1000分の1000
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○加算の算定時期

■ 届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、利用者

や指定特定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前

になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始するもの

となる。

※平成１９年１０月からインターネット請求に変わったことに伴い、県においては、
各事業所の加算情報を国保連合会へ報告することとなっており、県の事業者台帳と
事業者の請求情報、市町村の受給者台帳の突合が行われるので、届出については厳
重に行うようお願いしたい。

■ 前年度１年間の実績等を踏まえて届け出る加算等の算定の開始時期

就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型又は就労定着支援に係る基本報酬又は

加算は、前年度又は前年度末日の実績に応じて当該年度の基本報酬の算定区分や加算単位数

が決まるため、翌年度４月からの基本報酬の算定区分や加算の届出は４月中に届出を行うこと

を認める。

なお、当該加算等を４月より新たに算定することについて、利用者等に十分な説明を行い、周知

が図ること。

○事後調査等で届出時点において要件に合致していないこ

とが判明した場合の取扱い

■ 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判明し、所要の指導の

上、なお改善がみられない場合は、当該届出は無効となるものであること。この場合、当該届

出に関してそれまで受領していた介護給付費又は訓練等給付費（以下「介護給付費等」とい

う。）は不当利得になるので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした指

定障害福祉サービス事業者等に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し

行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処することになる。

■ また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは、当該加算等は算定
しないことはもちろん、要件に合致していないことが判明した時点までに当該加算等が算定さ

れていた場合は、不当利得になるので返還措置を講ずることとなる。

※請求における計算ミス等単純なものについては、過誤請求の手続となるため、あら

かじめ市町村へ過誤申立ての連絡をした上で手続を行うこと。
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○加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

■ 指定障害福祉サービス事業所等の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた

場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届け出ること。

なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行

わない ものとする。また、この場合において届出を行わず、当該算定について請求を行った

場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費等は不当利得となるので返還措置を講ずる

ことになるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処することとなる。

○利用者に対する利用料の過払い分の返還

■ 不当利得分を市町村へ返還することとなった指定障害福祉サービス事業所等においては、

市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費等に係る利用者が支払った利用

料の過払い分を、それぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、

返還に当たっては利用者から受領書を受け取り、当該指定障害福祉サービス事業所等にお

いて保存しておくこと。 4

○算定上における端数処理について
■ 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行う。つまり、絶えず整数値に割

合を乗じていく計算となる。

※サービスコードについては、加算等を加えて一体型の合成コードとして作成しており、その

合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）である。

（例） 居宅介護（居宅における身体介護２時間30分以上３時間未満で８１５単位）

・ 基礎研修課程修了者の場合 所定単位数の70％

８１５×0.70＝５７０．５ → ５７１単位

・ 基礎研修課程修了者で深夜の場合

５７１×1.5＝８５６．５ → ８５７単位

※ ８１５×0.70×1.5＝８５５．７５として四捨五入するのではない。

■ 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数については、

「切り捨て」とする。

（例） 前記の事例で、このサービスを月に４回提供した場合(地域区分は1級地)

・ ８５７単位×４回＝３,４２８単位

・ ３,４２８単位×1１.20円／単位＝３８,３９３.６円 → ３８,３９３円

5
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○障害福祉サービス種類相互の算定関係について
■ 介護給付費等については、同一時間帯に複数の障害福祉サービスに係る報酬を算定でき

ないものであること。例えば、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移
行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型（以下「日中活動サービス」という。）を受け
ている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについては、本来、居宅介護の
家事援助として行う場合は、本人の安否確認、健康チェック等も併せて行うべきであることから、
居宅介護（家事援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。一方、日中活動サービス
を受けていない時間帯においては居宅介護の所定単位数を算定することができる。

■ また、日中活動サービスの報酬については、１日当たりの支援に係る費用を包括的に評価
していることから、日中活動サービスの報酬を算定した場合（指定宿泊型自立訓練（指定障害
福祉サービス基準第166条第１項第１号ロに規定する指定宿泊型自立訓練をいう。以下同
じ。）を算定した場合を除く。）には、同一日に他の日中活動サービスの報酬は算定できない。

○日中活動サービスのサービス提供時間について

■ 日中活動サービスの報酬の算定に当たって、当該日中活動サービスに係るサービス提供
時間の下限が設定されているものではないが、日中活動サービスは、個々の利用者について、
適切なアセスメントを行うことを通じて、当該利用者ごとの個別支援計画を作成しなければな
らないこととされていることから、当該個別支援計画に沿ったサービスを提供する上で必要と
なるサービス提供時間が確保される必要があること。

■ また、指定障害福祉サービス事業所等においては、標準的なサービス提供時間をあらかじ
め運営規程において定めておく必要があるとともに、サービスの提供開始に当たって、利用
者に対し、事前に十分説明を行う必要があること。

○加算の算定要件等を満たすべき数を算定する際の利用者

数について
■ 報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を算定する際の

利用者数は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日をもって終わる年度とす

る。以下同じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による）。この場

合、利用者数の平均は、前年度の全利用者の延べ数を当該前年度の開所日数（就労定着支
援及び自立生活援助については、当該前年度の開所月数）で除して得た数とする。この平均
利用者数の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。

■ 療養介護、短期入所、施設入所支援、宿泊型自立訓練又は共同生活援助に係る平均利用
者数の算定に当たっては、入所等した日を含み、退所等した日は含まないものとする。

■ 障害福祉サービス事業では、事業種別によっては、前年度の利用者の平均値によって、人

員配置が決定される仕組みとなっており、毎年度４月１日を基準日として見直しを行うこととさ
れているので、各事業者においては、自主点検を行うこと。（※点検結果書類については提出
不要だが、事業所において保管しておくこと。）

※前年度の利用者数の平均値の求め方

当該年度の前年度の延べ利用者数 ／ 開所日数 （小数点第２位以下切り上げ）

○人員配置の見直しについて

延べ利用者数（Ａ） 開所日数（Ｂ） 利用者の平均値(A)／(B)

4,125 269 15.4

対象期間：平成31年４月～令和２年３月
算出例

加算の算定
に変更があ
れば体制届
等が必要
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○新設・定員の増減の場合の利用者数について①

■ 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者又は施設において、新設又は増
床分に関し、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含
む。）の利用者数は、新設又は増改築等の時点から６月未満の間は、便宜上、定員の90％を
利用者数とし、新設又は増改築の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全
利用者の延べ数を６月間の開所日数で除して得た数とし、新設又は増改築の時点から１年以
上経過している場合は、直近１年間における全利用者の延べ数を１年間の開所日数で除して
得た数とされている。

※ 下記の図中、「平均利用者数」は、各期間の「延べ利用者数÷開所日数」を指す。

定員の90％（期間①） 期間①の平均利用者数 期間②の平均利用者数

新設 ６か月 １年 ～次の３／３１まで

期間②

○ 新設の場合

○ 定員増の場合

変更前定員＋（定員増分
の90％）（期間①）

期間①の平均利用者数 期間②の平均利用者数

期間②

定員増 ６か月 １年 ～次の３／３１まで

○新設・定員の増減の場合の利用者数について②

■ ただし、就労定着支援については、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の
実績が全くない場合を含む。）の利用者数は、新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、一
体的に運営する生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以下「就労継続支援
等」という。）を受けた後に一般就労（就労継続支援A型事業所への移行は除く。）し、就労を継
続している期間が６月に達した者の数の過去３年間の総数の70％を利用者数とし、新設等の
時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者の延べ数を６で除して得た数
とし、新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近１年間における全利用者の延べ数
を１２で除して得た数とする。

■ また、自立生活援助については、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の実
績が全くない場合を含む。）の利用者数は、新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用
者の推定数の90％を利用者の数とし、新設等の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６
月における全利用者の延べ数を６で除して得た数とし、新設等の時点から１年以上経過してい
る場合は、直近１年間における全利用者の延べ数を１２で除して得た数とする。
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○新設・定員の増減の場合の利用者数について③

■ 定員を減少する場合には、減少後３か月の延べ利用者数を当該３月間の開所日数で除して
得た数とされている。

※利用者数の推定は適切な方法により行うこととされていることから、定員増から６か月
間及び定員減から３か月間について、岡山県では上記のとおり取り扱うこととする。

○ 定員減の場合

変更後の定員（期間①） 期間①の平均利用者数
前年度の平均利用者数（前年度に
定員減少前の期間がある場合は、
その期間を除いて計算）

定員減 ３か月 ～次の３／３１まで ～次の３／３１まで

○定員規模別単価の取扱いについて

① 療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練）、 自立訓練（生活訓練）、就
労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型については、運営規程に定める利用
定員の規模に応じた報酬を算定する。

② ①にかかわらず、共生型障害福祉サービス事業所については、共生型障害福祉サービス
の利用定員、指定障害福祉サービス等の利用定員及び介護保険サービスの利用定員の合
計数を利用定員とした場合の報酬を算定するものとする。また、多機能型事業所（③の適用
を受けるものを除く。）又は複数の昼間実施サービス（指定障害者支援施設基準第２条第16
号に規定する「昼間実施サービス」をいう。以下同じ。）を実施する指定障害者支援施設等
（以下「多機能型事業所等」という。）については、当該多機能型事業所等として実施する複
数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用定員の合計数を利用定員とした場合
の報酬を算定するものとする。

③ 多機能型事業所等のうち指定障害福祉サービス基準第215条第１項に規定する多機能型
による指定児童発達支援事業所、指定医療型児童発達支援事業所及び指定放課後等デイ
サービス事業所（以下「多機能型指定児童発達支援事業所等」という。）の事業を行うもので
あって、同項に規定する従業者の員数等に関する特例によらない多機能型事業所において
は、当該多機能型事業所について多機能型指定児童発達支援事業所等に係る利用定員と
当該多機能型指定児童発達支援事業に係る利用定員を除く多機能型事業所の利用定員の
それぞれの規模に応じて報酬を算定するものとする。
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○定員超過に該当する場合の所定単位数の算定

■ 対象となる障害福祉サービス

療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練 （機能訓練）、自立訓練（生
活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型

■ 算定される単位数

所定単位数の100分の70とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単
位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数の100分の70となるものではないことに留意す
ること。

■ 指定障害福祉サービス事業所等の利用定員を上回る利用者を利用させているいわゆる定

員超過利用について、原則、次の範囲の定員超過利用については、適正なサービスの提供が

確保されることを前提に可能とする一方、これを超える定員超過利用については、報酬告示及

び厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び従業者の員数の基準並びに所定単位数に

乗じる割合（平成18年厚生労働省告示第550号。以下「第550号告示」という。）の規定に基づ

き、介護給付費等の減額を行うこととしているところであるが、これは適正なサービスの提供を

確保するための規定であり、指定障害福祉サービス事業所等は、当該範囲を超える過剰な定

員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。

○過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い
■ 直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に100分の

125を乗じて得た数を超える場合に、当該１月間について利用者全員につき減算を行うものと

する。

○多機能型事業所等における定員超過利用減算の取扱い
■ 多機能型事業所等における１日当たりの利用実績による定員超過利用減算及び過去３月

間の利用実績による定員超過利用減算については、当該多機能型事業所等が行う複数の

サービス又は昼間実施サービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出する

ものとする。

（例） 利用定員30人、１月の開所日数が22日の施設の場合
30人×22日×３月＝1,980人
1,980人×1.25＝2,475人（受入れ可能延べ利用者数）

※３月間の総延べ利用者数が2,475人を超える場合に減算となる。

◆ ただし、定員（多機能型事業所においては、複数のサービスの利用定員の合計）11人以下

の場合は、過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に３を加えて得た数に開所日数を

乗じて得た数を超える 場合に減算を行うものとする。

（例） 利用定員40人の多機能型事業所（生活介護の利用定員20人、自立訓練
（生活訓練）の利用定員10人、就労継続支援Ｂ型の利用定員10人）の場合の1日
当たりの利用実績による定員超過利用減算

・生活介護 → 20人×150％＝30人（10人まで受入可能）
・自立訓練（生活訓練）→ 10人×150％＝15人（５人まで受入可能）
・就労継続支援Ｂ型 → 10人×150％＝15人（５人まで受入可能）
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○療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援

における定員超過利用減算の具体的取扱い①

■ １日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い

ア 利用定員50人以下の指定障害福祉サービス事業所等の場合

１日の利用者の数が、利用定員に100分の110を乗じて得た数を超える場合に、当該１日

について利用者全員につき減算を行うものとする。

イ 利用定員51人以上の指定障害福祉サービス事業所等の場合

１日の利用者の数が、利用定員から50を差し引いた数に100分の105を乗じて得た数に、

55を加えて得た数を超える場合に、当該１日について利用者全員につき減算を行うものと

する。

■ 過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い

直近の過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に100分の

105を乗じて得た数を超える場合に、当該１月間について利用者全員につき減算を行うものと

する。

例：利用定員５０人の施設の場合

（５０人×３１日）＋（５０人×３０日）＋（５０人×３１日）＝４，６００人

４，６００人×１０５％＝４，８３０人（受入れ可能延べ利用者数）

※３月間の総延べ利用者数が４，８３０人を超える場合に減算

○療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援

における定員超過利用減算の具体的取扱い②

■ 短期入所において定員超過特例加算を算定する場合の定員超過利用減算及び大規模減
算の取扱い

短期入所において定員超過特例加算を算定している期間については、定員超過利用減算
及び大規模減算は適用しない。

8



○利用者数の算定に当たっての留意事項

■ 利用者の数の算定に当たっては、次の（１）から（４）までに該当する利用者を除くことができ

るものとする。

また、計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合については、小数点以下を切

り上げる。

（１） 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第18条第１項若しくは第2項、知的障害者福

祉法（昭和35年法律第37号）第15条の4若しくは第16条第１項第２号又は児童福祉法（昭和

22年法律第164号）第21条の６の規定により市町村が行った措置に係る利用者を受け入れ
る場合

（２） 「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の入所施設等への受入

について」（平成18年４月３日付け障障発第0403004号）により定員の枠外として取り扱われ

る入所者

（３） 災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者

（４） 一時的にアセスメントを受ける場合の就労移行支援の利用者

※知事は減算の対象となる定員超過利用が行われている指定障害福祉サービス事業所等
に対しては、その解消を行うよう指導することになる。当該指導に従わず、当該定員
超過利用が継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討す
るものとする。

※なお、指定障害福祉サービス事業所等は、減算の対象とはならない定員超過利用を行
う場合であっても、利用者処遇等について十分配慮すること。

○人員欠如に該当する場合の所定単位数の算定について①

■ 対象となる障害福祉サービス
療養介護、生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続
支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助

■ 算定される単位数
１ 生活支援員、看護職員、理学療法士、作業療法士、地域移行支援員、職業指導員、就労支

援員、就労定着支援員及び世話人の欠如について
（１）減算が適用される月から３月未満の月については、所定単位数の100分の70とする。
（２）減算が適用される月から連続して３月以上の月については、所定単位数の100分の50とす
る。

２ １以外の人員欠如について
（１）減算が適用される月から５月未満の月については、所定単位数の100分の70とする。
（２）減算が適用される月から連続して５月以上の月については、所定単位数の100分の50とす
る。

※ １及び２の当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単
位数の合計数について減算するものではないことに留意すること。

■ 人員欠如減算の具体的取扱い
１ 従業者（生活支援員、看護職員、理学療法士、作業療法士、地域移行支援員、職業指導員、

就労支援員、就労定着支援員、世話人）の員数
（１）１割を超えて減少した場合

・・・・その翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員（複数のサービス提
供単位が設置されている場合にあっては、人員欠如に該当するサービス提供単位の利
用者の全員。以下、２、３、４も同様）について減算される。
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○人員欠如に該当する場合の所定単位数の算定について②

（２）１割の範囲内で減少した場合
・・・・・その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について

減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）。

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業所における、従業者（夜間及び深夜の時間帯
に勤務を行う世話人又は生活支援員）の員数

・・・・ある月（暦月）において次のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月から人員欠
如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算される。

（１）基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生した場合
（２）基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生した場合

３ １及び２以外の人員欠如
・・・・その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について減算さ

れる。（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）。

４ 従業者の員数以外
（１）常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合

・・・・・・その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減
算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く）。

（２）多機能型事業所等で、サービス管理責任者の員数等を満たしていない場合
（複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者の数の合計数に基づく）
・・・・・・・当該複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者全員について減算

される。

○人員欠如に該当する場合の所定単位数の算定について③

■ 人員基準については、指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準に規定す

る人員基準を満たさない場合にはじめて人員欠如となるものであり、指定障害福祉サービス

基準又は指定障害者支援施設基準に規定する人員基準に対応する所定単位数を基にして減

算を行うものであること。

■ 共生型障害福祉サービスについては、人員欠如による減算は行わない。

■ 届け出ていた従業者の人員配置を満たせなくなった場合には、指定障害福祉サービス事業

所等は該当することとなった人員配置を速やかに知事に届け出なければならない。

■ 知事は、著しい人員欠如が継続する場合には、従業者の増員、利用定員等の見直し、事業
の休止等を指導する。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定
の取消しを検討するものとする。

人員欠如は県への届出が必要！

（夜勤職員欠如も同様）
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○夜勤職員欠如に該当する場合の所定単位数の算定について

■ 対象となる障害福祉サービス

施設入所支援

■ 算定される単位数

所定単位数の100分の95とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位

数とし、各種加算を含めた単位数の合計数の100分の95となるものではないことに留意する

こと。

■ 夜勤職員欠如減算の具体的取扱い

夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準の規定に満たない場合の減算に

ついては、ある月（暦月）において次のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月におい

て利用者の全員（複数のサービス提供単位が設置されている場合にあっては、当該サービス
提供単位の利用者の全員）について、所定単位数が減算されることとする。

①夜勤時間帯（午後10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいい、

原則として、指定障害者支援施設等ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う生活

支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続し

て発生した場合

②夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める

員数に満たない事態が４日以上発生した場合

■ 知事は、夜勤を行う生活支援員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う生活支援員の確
保を指導し、当該指導に従わない場合には、指定の取消しを検討するものとする。

○個別支援計画の作成に係る業務が適切に行われていない

場合の所定単位数の算定について

■ 対象となる障害福祉サービス
療養介護、生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就

労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助

■ 算定される単位数
１ 減算が適用される月から３月未満の月については、所定単位数の100分の70とする。
２ 減算が適用される月から連続して３月以上の月については、所定単位数の100分の50とす

る。
※ １及び２当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単

位数の合計数について減算するものではないことに留意すること。
■ 個別支援計画未作成減算については、指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援

施設基準の規定に基づき、個別支援計画の作成が適切に行われていない場合に、報酬告
示の規定に基づき、介護給付費等を減額することとしているところであるが、これは個別支
援計画に基づく適正なサービスの提供を確保するためのものであり、指定障害福祉サービ
ス事業者等は、指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準の個別支援計
画に係る規定を遵守しなければならないものとする。

■ 個別支援計画未作成等減算の具体的取扱い
具体的には、次のいずれかに該当する月から当該状態が解消されるに至った月の前月ま

で、次のいずれかに該当する利用者につき減算するものであること。
① サービス管理責任者による指揮の下、個別支援計画が作成されていないこと。
② 指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準に規定する個別支援計画

の作成に係る一連の業務が適切に行われていないこと。

■ 知事は、当該規定を遵守するよう、指導する。当該指導に従わない場合には、特別な事情
がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。
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○平均利用期間が標準利用期間を超える指定障害福祉サー

ビス事業所等における所定単位数の算定について①

■ 対象となる障害福祉サービス

自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）（宿泊型自立訓練を除く。）、就労移行支援、自
立生活援助

■ 算定される単位数

所定単位数の100分の95とする。なお、当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位

数とし、各種加算を含めた単位数の合計数の100分の95となるものではないことに留意する。

■ 標準利用期間超過減算については、指定障害福祉サービス事業所等ごとの利用者の平均

利用期間が標準利用期間に６月を加えた期間を超える場合に、報酬告示の規定に基づき、訓

練等給付を減額することとしているところであるが、これはサービスが効果的かつ効率的に行

われるよう、標準利用期間を設定したことについて実効性をもたせるものである。このため、平

均利用期間が標準利用期間を超過することのみをもって、直ちに指定の取消しの対象となる

ものではないが、知事は、こうした趣旨を踏まえ、適切な指導を行うことになる。

■ 標準利用期間超過減算の具体的取扱い

① 指定障害福祉サービス事業所等が提供する各サービスの利用者（サービスの利用開始

から１年を超過していない者を除く。）ごとの利用期間の平均値が標準利用期間に６月間を

加えて得た期間を超えている１月間について、指定障害福祉サービス事業所等における当

該サービスの利用者全員につき、減算するものとする。

なお、「標準利用期間に６月間を加えて得た期間」とは具体的に次のとおりであること。

ア 自立訓練（機能訓練） 24月間 イ 自立訓練（生活訓練） 30月間

○平均利用期間が標準利用期間を超える指定障害福祉サー
ビス事業所等における所定単位数の算定について②

ウ 就労移行支援 30月間（障害者自立支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号。

以下「規則」 という。）第６条の８ただし書の規定の適用を受ける場合にあっては、42月間

又は66月間とする。）

エ 自立生活援助 18月間

② 利用者ごとの利用期間については、次のとおり算定するものとする。
ア 当該利用者のサービス利用開始日から各月の末日までの間の月数を算出するものと

する。この場合において、サービス利用開始日が月の初日の場合にあってはサービス利
用開始日の属する月を含み、月の２日目以降の場合にあっては当該月を含まず、翌月以
降から起算するものとする。

イ 規則第６条の６第１号括弧書きの規定により、標準利用期間が36月間とされる自立訓練
（機能訓練）の利用者については、アにより算定した期間を1.75で除して得た期間とする。

ウ 規則第６条の６第２号括弧書きの規定により、標準利用期間が36月間とされる自立訓練
（生活訓練）の利用者については、アにより算定した期間を1.4で除して得た期間とする。
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○身体拘束等にかかる記録が未作成の場合の所定単位数の
算定について

■ 対象となる障害福祉サービス
療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移

行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、共同生活援助

■ 算定される単位数

１日につき5単位を所定単位数から減算する。

■ 当該減算については、施設等において身体拘束等が行われていた場合ではなく、指定障害
福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準の規定に基づき求められる記録が行われ
ていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、記
録を行っていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を知事に提出した後、事実が生じ
た月から３月後に改善計画に基づく改善状況を知事に報告することとし、事実が生じた月の
翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員について所定単位数から減算
することとする。なお、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、指定障
害福祉サービス事業所等は、身体拘束等の廃止を図るよう努めるものとする。

■ 知事は、当該記録の未作成が継続する場合には、記録の作成を行うよう指導する。当該指
導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

○複数の減算事由に該当する場合の取扱いについて

■ 複数の減算事由に該当する場合の報酬の算定については、原則として、それぞれの減算

割合を乗ずることとなるが、定員超過利用と人員欠如の双方の事由に該当する場合につい

ては、減算となる単位数が大きい方についてのみ減算する。減算となる単位数が同じ場合は、

いずれか一方の事由のみに着目して、減算を行うこと。なお、減算を適用するにあたっては、

その事業所の運営実態を踏まえて判断されたい。

（例１） 定員超過利用減算について所定単位数の100分の70に、人員欠如減算について所

定単位数の100分の50に該当する場合

→ 所定単位数の100分の50の報酬を算定

（例２） 定員超過利用減算について所定単位数の100分の70に、人員欠如減算について所

定単位数の100分の70に該当する場合

→ 所定単位数の100分の70の報酬を算定

なお、知事は、複数の減算事由に該当する場合には、重点的な指導を行うとともに、当該

指導に従わない場合には、指定の取消しを検討するものとする。
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○多機能型事業所等における一部加算の取扱い①

■ 多機能型事業所または複数の単位でサービス提供している事業所については、一体的な

管理による複数サービス種類の利用定員の合計数を利用定員とした場合の報酬を算定す

ることとなるが、以下の加算については、サービス種類毎または単位毎の利用定員に応じ

た報酬を算定することとなるので、留意すること。

○ サービス種類毎または単位毎の利用定員に応じた報酬を算定する加算

◆人員配置体制加算（生活介護）

◆常勤看護職員等配置加算（生活介護）

◆就労移行支援体制加算（生活介護・自立訓練・就労継続支援A型・B型）

◆夜勤職員配置体制加算（施設入所支援）

◆重度者支援体制加算（就労継続支援Ａ型・Ｂ型）

◆賃金向上達成指導員配置加算（就労継続支援A型）

◆目標工賃達成指導員配置加算（就労継続支援Ｂ型）

国保連への請求においては、請求コード誤り等の注意が必要！

○多機能型事業所等における一部加算の取扱い②

※本体報酬については、多機能型や複数の単位で事業を実施している場合、全ての事業単

位の定員を合算した定員により算定。

（例）就労継続支援Ｂ型（定員20名）と生活介護（定員10名）の多機能型事業所
において、就労継続支援Ｂ型で目標工賃達成指導員配置加算を請求する場合
○本体報酬

定員20＋10＝30人で、定員区分21人以上40人以下の区分を適用。
○目標工賃達成指導員配置加算

Ｂ型定員20人で算定するため、当該加算については20人以下の区分を適用。

○関係告示、通知

■報酬告示

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準

■留意事項通知

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項について

適正な報酬算定及び請求に努めていただくようお願いします。
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Ⅱ 実地指導における主な指導事項等 

 

１ はじめに  

実地指導が行われない年度においても、自主的な事業運営のチェックを年１回程度、定期的に実

施してください。 

 

（参考資料） 

「実地指導における主眼事項及び着眼点」 

○県指導監査室ホームページ掲載場所 

「障害福祉サービス事業者のページ」→ 「３ 障害福祉サービス等事業所指導関係」 

  → 「実地指導における主眼事項及び着眼点（障害福祉サービス事業等）」 

URL: https://www.pref.okayama.jp/page/571629.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 主な指導事項  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◇ 実地指導において文書指導をしたものの中には、報酬算定の誤りを指摘し、給付費の自主

返還（過誤調整）を指導した例も複数件あります。 

 

◇ 文書指導以外にも、何らかの運用誤りや記録の不備等に関する指摘・注意を行う事例も散

見されます。 

 

◇ 指摘内容については、文書指導の有無に関わらず、必ず改善を行っていただき、時間の経

過とともに元に戻らないよう注意してください。 

 

◇ 指定基準や報酬の要件等については常にチェックを行い、特に制度改定・報酬改定時には

誤った運用を行うことがないよう、管理者のみならず、従業者一人一人が意識して事業運営

を行ってください。 

○ これまでの実地指導等において、指摘が多かった主な事項をまとめたものです。 

 

○ 文書指導までは行っていないもの、また、指摘事例は少なくても、極めて注意が必要と

思われるものも掲載しています。 

 

○ 実地指導等において同様の指摘を受けることがないよう、各指摘事項に該当する内容が

あれば、速やかに改善を図ってください。 

15



 

（１）基本方針に関すること 

① 事業者の一般原則                          

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のための従業者に対する研修が実施されていない。 

 

 

 

 

 

  

☞ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、従業者に対し、人権擁護・虐待防止等の

研修を実施する等の措置を講じてください。 
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（２）運営基準に関すること 

① 従業者の員数                  

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 雇用する従業者と雇用契約書又は労働条件通知書を取り交わしておらず、どの事業所に属す

る職員か、常勤か非常勤か、どの職種の職員かが明確でない。 

× 人員配置の基礎となる前年度の開所日数及び延べ利用者数を算定していない。 

× 共同生活援助において、勤務形態の管理ができておらず、世話人と生活支援員の兼務者と夜

勤者のシフトが混在し、それぞれの職種による月毎の常勤換算の人数が確認できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 内容及び手続きの説明及び同意                    

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× サービスの提供に際し、あらかじめ、利用申込者に対し、サービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を期した文書を交付して説明をする必要があるが、運営規程の職員の職種が誤っ

ており、また、重要事項説明書においては、主な職員の配置状況、苦情の受付等について不備

が見受けられた。 

× 重要事項説明書に第三者評価の実施状況についての記載がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞ 雇用契約書及び辞令等により，労働条件及び職種等を明確にしておいてください。 

☞ 毎年度初めに前年度の開所日数及び延べ利用者数を算定しておいてください。 

☞ 勤務職種ごとに勤務形態を管理し、人員基準を満たしているか毎月確認してくださ

い。人員基準を満たさない場合には、サービス提供職員欠如減算の適用が生じる可能性

もあることに留意してください。 

☞  サービスの提供に際し、あらかじめ、利用申込者に対し、運営規程の概要、従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情解決の体制、提供するサービスの第三者評価の

実施状況等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項について、実態

と整合がとれた内容の文書を交付し説明を行ってください。 

☞  利用申込者への説明に使用する文書（例えば、重要事項説明書）には、第三者評価

の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、評価期間名称、評価結果の開示状

況）を記載してください。 
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③ 契約支給量の報告等                   

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 利用契約の際、受給者証記載事項その他必要な事項を支給決定市町村に対する報告が遅れて

いた。 

 

 

 

 

 

 

 

④ サービスの提供の記録                          

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× サービス提供の記録に際して、利用者から、サービス提供の確認を受けていない。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 給付費の額に係る通知等                     

■療養介護・生活介護・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 法定代理受領により給付費の支給を受けたが、利用者にその額を通知していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ☞ 法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、利用者に対し給付費

の額を通知してください。 

☞  利用に係る契約をしたときは、受給者証記載事項等の必要な事項を支給決定市町村

に遅滞なく報告してください。 

☞  サービスを提供した際は、提供日、サービスの具体的内容、利用者負担額等利用者

に伝達すべき事項について、利用者の確認を受けてください。 
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⑥ 個別支援計画の作成等                                  

■療養介護・生活介護・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 個別支援計画の原案が作成されていない。 

× 個別支援計画の作成の際に、担当者会議を開催していない。 

× 個別支援計画作成に係る会議の開催日が利用者の計画同意日以降となっている。 

× アセスメント・モニタリングを支援員が行っている。 

× モニタリング（アセスメントを含む。）の記録がない又は不十分である。 

× サービス提供開始後に個別支援計画を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 個別支援計画の作成等                               

■療養介護・生活介護・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 個別支援計画の見直しが、３月に１回以上行われていない。（自立訓練・自立生活援助） 

× 個別支援計画の見直しが、６月に１回以上行われていない。（上記以外） 

 

 

 

 

 

 

⑧ 個別支援計画の作成等                                            

■療養介護・生活介護・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 個別支援計画と実際に提供しているサービス内容が異なっている。 

 

 

 

 

 

☞  アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の生活に対す

る意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定サービス

の目標及びその達成時期、指定サービスを提供する上での留意事項等を記載した個別

支援計画の原案を作成してください。 

☞  個別支援計画の作成においては、サービス提供に当たる担当者を招集して行う会議

を開催し、その原案について意見を求めてください。 

☞ アセスメント及びモニタリングは、サービス管理責任者が実施してください。 

☞  個別支援計画は、サービス提供開始前に、利用者等の同意を得、当該利用者等に計

画書を交付してください。 

☞  サービス提供は、個別支援計画に従って行ってください。サービス内容を変更する

必要が生じたら、個別支援計画を変更し、利用者の同意を得た上で行ってください。 

 

☞  個別支援計画作成後、少なくとも６月（又は３月）に１回以上モニタリングによる

計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更してください。 
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⑨ 秘密保持等                                                   

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 従業員に対し、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者の個人情報を、在職中並びに退

職後も漏らさないよう、就業規則に規定されていない。 

× 従業者について、秘密保持の誓約書の徴取がされていない。 

× 利用者の個人情報を入れている保管庫に鍵がついていない。 

× 利用者から同意を得ないまま、相談支援事業者と利用者の情報をやり取りしていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 情報の提供等                                                  

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 事業者のホームページやパンフレットに記載されているサービス提供時間が、運営規程や重

要事項説明書に記載されている時間と異なっていることが確認された。 

 

 

 

 

 

⑪ 管理者の責務                                                   

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 管理者が、業務等を把握できておらず、従業者任せになっている。 

 

 

 

 

 

☞  従業員に対し、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者の個人情報を、在職中

並びに退職後も漏らすことがないよう、従業者との雇用時等に取り決めを行うなど、

必要な措置を講じてください。 

☞ 利用者の個人情報は鍵の掛かるロッカー等に保管してください。 

☞  他の事業者等に対し、利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじ

め文書により当該利用者又はその家族の同意(包括的な同意で可)を得てください。 

☞  事業者は、当該通所支援事業者について広告をする場合において、その内容を虚偽

のもの又は誇大なものとしてはならないことに留意し、ホームページやパンフレット

の記載事項が実態と整合が図れているか定期的に確認してください。 

☞  管理者は、従業者及び業務等の管理を一元的に行ってください。また、指定障害福祉

サービス基準を順守させるため、必要な指揮命令を行ってください。 
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⑫ 運営規程                                              

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 運営規程が実態と異なっている。 

 

 

 

 

 

 

⑬ 運営規程                                                

■療養介護・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 運営規程に身体的拘束等を行う際の手続きについて規定されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

⑭ 勤務体制の確保等                                                                   

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 兼務している従業者や、法人役員である従業者について、従業者職種ごとの勤務時間が記録

されていない。 

× 施設外就労等、事業所外での勤務時間が記録されていない。 

× 従業者の資質向上のための研修計画・研修記録がない。 

× 外部の研修を受講しているが、職員間で情報共有がされていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞  運営規程に、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合の身体的拘束等を行う際の手続について規定してください。 

☞ 運営規程と運営の実態は合致させるようにしてください。 

☞  事業所ごとに、従業者職種ごとの勤務の体制を定め、その勤務の実績とともに記録を

整備してください。 

☞  従業者の資質の向上のために研修計画を作成し、研修の機会を計画的に確保してくだ

さい。 

☞  また、外部の研修を受講した際は、復命書等を作成し、従業者間での情報共有を図る

ようにしてください。 
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⑮ 定員の遵守                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× やむを得ない理由の確認が不十分な状態で、利用定員を超えた受け入れが確認された。 

 

 

 

⑯ 非常災害対策                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 洪水浸水想定区域にあるにも関わらず、火災についての計画しか作成していない。 

× 避難訓練が定期的に行われていない。 

 

 

 

⑰ 衛生管理等                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 食中毒の発生及びまん延の防止の対策を行っておらず、マニュアル等も整備されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞  給付費の減算の有無に関わらず、原則として定員は遵守すべきものであり、利用定員

を超えた受入れについては、適正なサービスの提供が確保されることを前提とし、地域

の社会資源の状況等から新規の障害児を受け入れる必要がある等やむを得ない事由が存

在する場合に限り可能とされています。 

☞  利用者の状態及び地域の自然的社会的条件を踏まえ、想定される非常災害の種類ごと

に、その規模及び被害の程度に応じた当該非常災害への対応に関する具体的計画を策定

してください。 

☞ 非常災害に備え、実効性のある避難、救出その他必要な訓練を定期的に行ってくださ

い。 

☞  食中毒の発生及びまん延の防止に関する資料をまとめ、マニュアルとして整備するな

ど、必要な措置を講じてください。 
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⑱ 掲示                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 事業所内に、重要事項説明書等の掲示がない。 

 

 

 

⑲ 身体拘束等の禁止                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 身体拘束等を行っているが、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由の記録がない。 

× 身体的拘束の解除に向けた検討がされていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞  事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示してください。 

☞  身体的拘束等については、身体的拘束等を行う以外に代替手段がないか、随時検討を

行い、その記録を残してください。また、やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録して

ください。 
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（３）報酬に係る算定基準に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 生活訓練サービス費（Ⅱ）                 

■自立訓練（生活訓練） 

【主な指摘事項】 

× 訪問による自立訓練（生活訓練）を提供する場合に必要な生活支援員が1人以上配置されて

いない。 

× 共同生活住居を訪問してサービス提供していた。 

 

 

 

 

 

 

 

② 夜間支援等体制加算（Ⅲ）                     

■共同生活援助 

【主な指摘事項】 

× 運営規程に緊急時の連絡方法は記載されているが、具体的な連絡先が記載されていない。 

 

 

 

 

 

 

③ 短時間利用減算                        

■生活介護 

【主な指摘事項】 

× 前３月における、利用者の平均利用時間を確認していない。 

 

 

 

 

 

◇ 報酬の算定に当たり、加算や減算の要件については報酬告示（事業者ハンドブック等）を

よく確認の上、後日返還という事態とならないよう、十分に注意をしてください。 

 

◇ 要件を満たしていないことを知りながら、意図的に請求を行い受領した場合には、不正請

求事案として、行政上の措置を検討する場合があります。 

☞ 訪問による自立訓練を提供する生活支援員を1人以上配置してください。 

☞  訪問による自立訓練は居宅等を訪問して提供するが、この居宅には共同生活住居は含

まれません。 

☞ 緊急時の連絡先や連絡方法について、運営規程に定めてください。 

☞  当該前３月における利用者のうち、平均利用時間が５時間未満の利用者の占める割合

が１００分の５０未満であることを、毎月確認してください。 
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④ 重度障害者支援加算（Ⅱ）                 

 ■施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 個別の支援の評価として１日４時間程度追加配置する基礎研修修了者の勤務時間を、指定基

準上配置すべき職員の常勤換算上の勤務時間等に含んでいる。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 栄養マネジメント加算                     

■施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 低栄養状態のリスクについて、栄養スクリーニングが行われていない利用者が見受けられ

た。 

× 栄養スクリーニング及びモニタリングについて、実施した日の記入漏れがあった。 

× 全利用者、一律でモニタリング期間が３月ごととなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 療養職加算          

■施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 療養食の献立表が作成されていない期間があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞ 療養食の献立表を作成してください 

☞  個別の支援の評価として追加配置すべき基礎研修修了者については、指定基準上配置

すべき職員の常勤換算上の勤務時間等から除外してください。 

☞  入所者毎に、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて栄養スクリーニン

グを実施し、栄養ケア計画の見直しを行ってください。 

☞ 栄養スクリーニング及びモニタリングの記録を正確に行ってください。 

☞  低栄養状態のリスクの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者については、

概ね２週間ごとにモニタリングを行ってください。 
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⑦ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）（Ⅱ）              

■療養介護・生活介護・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助 

【主な指摘事項】 

× 届け出ている福祉専門職員の配置状況が実態と異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 常勤看護職員等配置加算                

■生活介護・短期入所 

【主な指摘事項】 

× 看護職員の配置状況が届出と異なっている。 

 

 

 

 

⑨ 初期加算                                                                 

■通所系サービス 

【主な指摘事項】 

× ３０日分（３０回）算定している。 

 

 

 

⑩ 訪問支援特別加算                                                                 

■通所系サービス 

【主な指摘事項】 

× 訪問支援特別加算について、あらかじめ個別支援計画に位置付けられていない。 

× 訪問支援を行った日、その内容等の記録がされていない。 

 

☞  看護職員の配置状況に変動が生じたときは、資格の有無の確認が必要なことから、所

定の様式により届出を行ってください。 

☞  社会福祉士等の有資格者に係る福祉専門職員の配置状況に異動が生じた場合は、要件

確認を要することから届出（軽微変更）を行ってください。 

☞  初期加算は、利用を開始した日から起算して３０日以内の期間について算定できます

が、この「３０日間」とは、歴日で３０日間をいうものであり、３０日間のうち、利用

者が実際に利用した日数について算定してください。 

☞  訪問支援特別加算について、あらかじめ個別支援計画に位置付けるとともに、訪問支

援を行った日、その内容等の記録してください。 
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⑪ 欠席時対応加算                                                                 

■通所系サービス 

【主な指摘事項】 

× あらかじめ利用を予定していない日についての相談援助として算定している。 

× 利用者の状況、相談援助の内容等の記録がない。 

× 急病等によりその理由を中止した場合において、記録様式を整備していたが、次回の利用の

促進、相談援助の実施等の実施の有無のみのチェックとなっており、相談援助の内容の記載が

されておらず、記録が不十分。 

 

 

 

⑫ リハビリテーション加算                                                                 

■生活介護 

【主な指摘事項】 

× リハビリテーション実施計画の作成に関わる者が届出と異なっている。 

× 医師の指示を受けていない理学療法士が支援を行っている。 

× リハビリテーション実施計画案が作成されておらず、またリハビリテーション実施計画案に

ついて、利用者又はその家族からの同意を受けたことが見受けられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞  あらかじめ利用を予定していた日に、急病等により利用を中止した場合において、そ

の利用を中止した日の前々日、前日又は当日に中止の連絡があったときに対象となりま

す。 

☞  利用者が急病等によりその理由を中止した場合において、従業者が、利用者又はその

家族等との連絡調整その他の相談援助を行う場合とは、当該利用者の状況を確認し、引

き続きサービスの利用を促すなどの相談援助を行うとともに、その内容を記録すること

が必要です。 

☞  リハビリテーション実施計画の作成に関わる者に変動が生じた場合は、所定の様式に

より、速やかに届け出てください。 

☞ 医師の指示を受けた理学療法士等が支援を行ってください。 

☞ リハビリテーション実施計画案を作成し、利用者又はその家族に説明のうえ同意を得

てください。 
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⑬ 食事提供体制加算                                                                 

■通所系サービス 

【主な指摘事項】 

× 個別支援計画に食事の提供が位置付けられていない。 

× サービス提供実績記録票やケース記録等で食事の提供の記録が確認できない。 

× 利用者の直接支援に関わる従業者が調理に従事していたが、調理に従事する時間と、指定基

準上及び報酬算定上配置すべき従業者の常勤換算上の勤務時間とが明確に区分されていない。 

× 指定権者へ届出をしている食事提供体制がなくなり、当該加算を算定しない状況が生じてい

たが、その届出がされていない。 

 

 

 

⑭ 送迎加算                                                                 

■通所系サービス 

【主な指摘事項】 

× 算定要件の利用者数に、共生型生活介護だけでなく、通所介護の利用者を含め算出してい

る。 

× 通所系サービス提供後に同事業所の日中一時事業を利用した利用者について、送りの送迎を

通所系サービスの送迎加算の要件の人数に含めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞ 個別支援計画に食事の提供を位置付けてください。 

☞ サービス提供実績記録票やケース記録等に食事の提供を記録してください。 

☞  利用者の直接支援に関わる従業者が調理に従事する場合、当該調理に従事する時間に

ついては、加算分として評価されるべきものであり、指定基準上及び報酬算定上配置す

べき従業者の常勤換算上の勤務時間とは明確に区分してください。 

☞  加算が算定されなくなる状況になった時は、速やかに加算の算定終了を届け出てくだ

さい。 

☞  共生型生活介護を行う指定通所介護事業所において、送迎加算を算定する場合、算定

要件の利用者数には、通所介護の利用者は含まず、共生型生活介護の利用者のみで算出

してください。 

☞  通所系サービス提供後に同事業所の日中一時事業を利用した場合、送りの送迎は日中

一時事業での送迎となり、通所系サービスの送迎加算の要件の人数には含まれません。 
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⑮ 福祉・介護職員処遇改善加算（特別、特定を含む）                                                                 

■療養介護・生活介護・短期入所・自立訓練・自立生活援助・共同生活援助・施設入所支援 

【主な指摘事項】 

× 書面により従業者へ周知を行うと計画されていたが、その書面がなく、周知されているかど

うかが確認できない。 

 

 

 

⑯ 帰宅時支援加算                                                                 

■共同生活援助 

【主な指摘事項】 

× 家族等との連絡調整等の支援を行った記録が残されていないにもかかわらず算定されていた

事例が確認された。 

 

 

☞  福祉・介護職員（特別・特定）処遇改善加算の算定に当たっては、賃金改善に関する

計画、当該計画に係る実施方法その他の処遇改善の計画等を記載した福祉・介護職員処

遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知してください。また、その周知資料等を保存

してください。 

☞  帰宅時支援加算を算定するときは、個別支援計画に基づき家族等の居宅等において外

泊した場合であって、帰省している間の利用者の生活状況等を十分把握し、その内容を

記録してください。 
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者
研修制度の改定について

令和元年度版

※令和元年度サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者指導者養成研修資料を一部
改編

1

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者養成の現状及び課題

○ 現行のサービス管理責任者等を養成するための研修は、１回限りであり、振り返りや更新の機会
となる研修等を国としては定めていない。

○ こうした現状において、受講者の状況に応じた段階的な研修実施ができておらず受講者の質の
担保が困難であることや、更新研修などの機会が設定されていないためサービス管理責任者等の
要件を満たした後における質の担保が困難であることが指摘されている。
（平成24年度障害者総合福祉推進事業「障害福祉サービス事業におけるサービス管理責任者養成
のあり方に関する調査」）

○ 平成28年度に実施した調査研究事業では、サービス管理責任者等の実務者の業務に対する認
識は浸透してきているものの、業務実行状況には個々に大きな差があることが指摘されている。
（平成28年度障害者総合福祉推進事業「サービス管理責任者等の業務実態の把握と質の確保に関
する調査研究事業」）

○ 一方で、サービス管理責任者等の確保が困難であるため、サービス管理責任者等の要件である
実務経験年数について緩和を求める声も挙がっている。

○ 上記課題に対応すべく、平成27年度より３カ年で実施した厚生労働科学研究において、新たな研
修制度の仕組みに関する研究及びモデル研修プログラムの開発を行った。
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の見直しについて

○ 一定期間毎の知識や技術の更新を図るとともに、実践の積み重ねを行いながら段階的なスキルアップを図ることができるよう、研修
を基礎研修、実践研修、更新研修と分け、実践研修・更新研修の受講に当たっては、一定の実務経験の要件(注)を設定。
※ 平成31年度から新体系による研修開始。旧体系研修受講者は平成35年度末までに更新研修の受講が必要。

○ 分野を超えた連携を図るための共通基盤を構築する等の観点から、サービス管理責任者研修の全分野及び児童発達支援管理責
任者研修のカリキュラムを統一し、共通で実施する。
※ 共通の知識及び技術に加えて各分野等において必要な知識や技術については、新たに専門コース別研修を創設して補完。

○ このほか、直接支援業務による実務要件を10年⇒８年に緩和するとともに、基礎研修受講時点において、サービス管理責任者等の
一部業務を可能とする等の見直しを行う。
※ 新体系移行時に実務要件を満たす者等について、一定期間、基礎研修受講後にサービス管理責任者等としての配置を認める経過措置。

サービス管理責任者
実務要件

児童発達支援管理
責任者実務要件

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者
として配置

旧

【改定】基礎研修
相談支援従事者初任者研修
講義部分の一部を受講

サービス管理責任者等研修（統
一）研修講義・演習を受講（15h）

【新規創設】

サービス
管理責任者

等
実践研修
（14.5h）

サービス管理責任者
実務経験要件

児童発達支援管理責任者
実務経験要件

【一部緩和】
※実務経験要件に達する予定の
２年前から、基礎研修の受講可

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者
として配置

改定後

【新規創設】

サービス
管理責任者等

更新研修
（13h）

※５年毎に受講

ＯＪＴ
一部業務

可能

【新規創設(予定)】
専門コース別研修

(注)一定の実務経験の要件
・実践研修：過去５年間に２年以上の相談支援又は直接支援業務の実務経験があ
る
・更新研修：①過去５年間に２年以上のサービス管理責任者等の実務経験がある

又は②現にサービス管理責任者等として従事している

相談支援従事者初任者研修
講義部分の一部を受講（１１．５ｈ）

サービス管理責任者等研修共通
講義及び分野別演習を受講（１９ｈ）

3

サービス管理責任者等として従事するための要件

● サービス管理責任者等として配置されるためには、２つの要件を満たす必要。
障害者総合支援法【サービス管理責任者】 （平成31年度告示第109号）
児童福祉法【児童発達支援管理責任者】 （平成31年度告示第110号）

【１】 実務経験要件（配置に関する）

・条件により年限が異なる。 （次スライド: 詳細は告示を参照。）

① 法、② 保有する資格及び③ 従事経験の業務内容 による。

【２】 研修修了要件

1) 取得: 基礎研修、実践研修を修了

2) 維持: 実践研修修了の翌年度から５年間の間に１度更新研修を修了

❖研修受講においても実務経験要件あり。

❖ 研修の受講に関する実務経験要件

1) 基礎研修: サービス管理責任者等としての実務経験要件を満たす２年前から受講可。

2) 実践研修: 基礎研修修了後２年以上、サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者としての一定程

度の業務経験。

3) 更新研修: ① 過去５年間に２年以上のサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者・管理者・相談

支援専門員の実務経験。又は② 現にこれらの業務に従事していること。

4
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業務の範囲 業 務 内 容

実務経験年数
特区※３

（大阪・埼玉）

国家
資格
者※１

有資
格者
※２

左記
以外
の者

国家
資格
者※１

有資
格者
※２

左記
以外
の者

障
害
者
の
保
健
、
医
療
、
福
祉
、
就
労
、
教
育
の
分
野
に
お
け
る
支
援
業
務

(一) 相談支援の業務

日常生活の自立に関する相
談に応じ、助言、指導その
他の支援を行う業務、その
他これに準ずる業務

〔告示一イ(1)(一)〕

ａ 指定[特定/障害児/一般]相談支援事業、地域生活支援事業の相談支援事業に従事する者

３年
以上

５年
以上

３年
以上

３年
以上

ｂ 更生相談所(身体・知的)、福祉事務所、発達障害者支援センターにおいて相談支援の業務に従事す
る者 ※旧精神保健福祉法の精神障害者社会復帰施設を含む。

ｃ 障害者支援施設、障害児入所施設、地域包括支援センター、老人福祉施設、介護老人保健施設、介
護医療院、精神保健福祉センター、救護施設、更正施設において相談支援の業務に従事する者

ｄ 障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターにおいて相談支援の業務に従事する者

ｅ 特別支援学校において相談支援の業務に従事する者

ｆ 医療機関(病院・診療所)において相談支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
(1) 社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等）
(2) 施設等における相談支援業務、就労支援における相談支援業務、特別支援教育における進

路相談・教育相談の業務に従事した期間が１年以上である者
(3) 訪問介護員(ホームヘルパー)２級以上(現; 介護職員初任者研修)に相当する研修を修了した者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

(三) 直接支援の業務

入浴、排せつ、食事その他
の介護を行い、並びに介護
に関する指導を行う業務、
その他職業訓練、職業教育
に係る業務、動作の指導・
知識技能の付与・生活訓
練・訓練等に係る指導業務

〔告示一イ(1)(二)〕

ａ 障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉施設、介護老人保健施設及び医療機関等において介護
業務に従事する者

５年
以上

８年
以上

３年
以上

３年
以上

ｂ 障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業に従事する者

ｃ 病院・診療所、薬局、訪問看護事業所等の従業者

ｄ 障害者雇用事業所において就業支援の業務に従事する者

ｅ 特別支援学校等の従業者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

※１ 国家資格等とは、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッ
サージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士を含む。）、精神保健福祉士のことを言う。

※２ 上記(三)の直接支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者（資格取得以前も年数に含めて可）
（１）社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等）、
（２）保育士、
（３）児童指導員任用資格者、
（４）訪問介護員（ホームヘルパー）２級以上（現：介護職員初任者研修）に相当する研修を修了した者

※３ 令和元年度廃止予定(一定の経過措置を設ける予定)。

サービス管理責任者として従事するための実務経験要件

5

業務の範囲 業 務 内 容

実務経験年数
（下記に加え、老人福祉
施設・医療機関等以外で
の実務経験が３年以上）

国家資
格保有
者※１

有資
格者
※３

それ
以外
の者

障害者
（身体上
若しくは
精神上の
障害があ
ること又
は環境上
の理由に
より日常
生活を営
むのに支
障がある
者）又は
障害児
（児童福
祉法第4条
第1項に規
定する児
童）の保
健、医療、
福祉、就
労、教育
の分野に
おける支
援業務

イ 相談支援の業務

自立に関する相談に応じ、
助言、指導その他の支援
を行う業務、その他これ
に準ずる業務

〔告示一イ(1)(一)〕

(1) 指定[特定/障害児/一般]相談支援事業、地域生活支援事業の相談支援事業に従事する者

３年
以上

５年
以上

(2) 児童相談所、児童家庭支援センター、更生相談所(身体・知的)、福祉事務所、発達障害者支援センターにおいて相
談支援の業務に従事する者 ※旧精神保健福祉法の精神障害者社会復帰施設を含む。

(3) 障害者支援施設、児童入所施設(障害児入所施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設)、
地域包括支援センター、老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、精神保健福祉センター、救護施設、更正施
設において相談支援の業務に従事する者

(4) 障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターにおいて相談支援の業務に従事する者

(5) 学校において相談支援の業務に従事する者

(6) 医療機関において相談支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者
1) 社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等）
2) 施設等における相談支援業務、就労支援における相談支援業務、特別支援教育における進路相談・教育相談の業務
に従事した期間が１年以上である者

3) 訪問介護員（ホームヘルパー）２級以上（現：介護職員初任者研修）に相当する研修を修了した者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

ロ 直接支援業務

入浴、排せつ、食事その
他の介護を行い、並びに
介護に関する指導を行う
業務、その他職業訓練、
職業教育に係る業務、動
作の指導・知識技能の付
与・生活訓練・訓練等に
係る指導務

〔告示一イ(1)(二)〕

(1) 障害者支援施設、児童入所施設(障害児入所施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設)、
老人福祉施設、介護老人保健施設及び医療機関等において介護業務に従事する者

５年
以上

８年
以上

(2) 障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、保育所、認定こども園、老人居宅介護等事業等に従事する者

(3) 病院・診療所、薬局、訪問看護事業所等の従業者

(4) 障害者雇用事業所において就業支援の業務に従事する者

(5) 学校等の従業者

その他これらの業務に準ずると都道府県知事が認めた業務に従事する者

※１ 上記イの相談支援業務及び上記②の介護等業務に従事する者で、国家資格等※２による業務に５年以上従事している者（国家資格の期間と相談・介護業務の期間が同時期でも可）
※２ 国家資格等とは、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚

士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、栄養士（管理栄養士を含む。）、精神保健福祉士のことを言う。
※３ 上記ロの直接支援業務に従事する者で、次のいずれかに該当する者（資格取得以前も年数に含めて可）

1) 社会福祉主事任用資格を有する者（介護福祉士、精神保健福祉士、研修・講習受講者等）
2) 保育士
3) 児童指導員任用資格者
4) 訪問介護員（ホームヘルパー）２級以上（現：介護職員初任者研修）に相当する研修を修了した者

児童発達支援管理責任者として従事するための実務経験要件
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者の配置要件と研修受講要件

基
礎
研
修

更新研修

1 2 3 4

12

実務経験を満たす予定の日
まで２年以内前から受講可

実
践
研
修

12

基礎研修修了日以後、実践研修受講開始日前の
５年間に通算２年以上、一定のサビ管・児発管
の業務を行った場合受講可

更新研修

1 2

実践研修修了の翌年度から
５年間の間に１度修了

(繰り返し修了することが必要)

…

現任者もしくは５年間の間に
２年以上の実務経験で受講可

(サビ管・児発管・管理者・相談支援専門員)

[B]実務経験を修了し、
修了証の交付を受けた日

[A]実務経験を
満たす日

【配置要件】
・[A]+[B]でサビ管・児発管として配置可。
・その上で、更新研修を修了すること。

5 5

7

サービス管理責任者等の研修見直しに伴う経過措置及び配置時の取扱いの緩和等について

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

更
新
研
修

※

実
践
研
修
修
了
後

5

年
毎
に
受
講

配置時の取扱いの緩和等について

相
談
支
援
従
事
者

初
任
者
研
修

講
義
部
分

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

基
礎
研
修

講
義
・演
習

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

実
践
研
修

講
義
・演
習

入
職

入
職

＜実務経験＞
相談支援業務５年

（有資格者の場合は３年）以上
もしくは直接支援業務８年以上

＜受講対象＞
相談支援業務３年以上

（有資格者の場合は１年）以上
もしくは直接支援業務６年以上

基礎研修修了後2年以上の実務

基礎研修修了後３年間で
２年以上の実務

※基礎研修受講後に実務要件を
満たした場合を含む。

経過措置について

①現行研修受講済みの者について

②基礎研修受講時点で実務要件を満たしている者について
※Ｈ３１～３３の基礎研修受講者に限る

サ
ー
ビ
ス
管
理

責
任
者
等
研
修

（
旧
体
系
）

受
講

実務要件を満たしている場合は、基礎研修受講後３年間は、
実践研修を受講していなくても、サービス管理責任者等とみ
なす。

相
談
支
援
従
事
者

初
任
者
研
修

講
義
部
分

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

基
礎
研
修

講
義
・演
習

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

実
践
研
修

講
義
・演
習

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
等

更
新
研
修

※

実
践
研
修
修
了
後

5

年
毎
に
受
講

 既にサービス管理責任者等が１名配置されている場合は、２人目
のサービス管理責任者等としては配置可能。

 個別支援計画原案の作成が可能であることを明確化。

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任

者
等
更
新
研
修

※

５
年
毎
に
受
講

H31.4～（新体系移行）

施行後５年間（H３５年度末まで）は、更新研修受
講前でも引き続きサービス管理責任者等として
業務可能。
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の位置付け

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成一八・九・二九厚労令一七一）
指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成一八・九・二九厚労令一七二）
指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二四・二・三厚労令一五）
指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成二四・二・三厚労令一六）
（従業者）

○指定療養介護事業所ごと利用者の数の区分に応じ、サービス管理責任者を配置する。

○児童発達支援管理責任者 一以上

基準省令

サービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等（平成一八・九二九厚労告五四四）

障害児通所施設又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの

（平成二四・三・三〇厚労告二二七／改正：平成三一・三・二九厚労告一〇九・一一〇）

告示

サービス管理責任者研修事業の実施について（平成一八・八・三〇 障発〇八三〇〇〇四）

○サービス管理責任者研修

○児童発達支援管理責任者研修

通知

都道府県等による初任者及び現任研修は
標準カリキュラム以上の内容で実施する。

基礎研修修了
相談支援従事者初任者研修
講義部分の一部を受講

＋
基礎研修を受講（15h）

実践研修修了

実践研修を受講
（14.5h）

サービス管理責任者
実務経験要件

児童発達支援管理責任者
実務経験要件

サービス管理
責任者

児童発達支援
管理責任者
として配置

更新研修修了
※５年毎に受講

（13ｈ）

ＯＪＴ

一部業務
可能

9

基礎研修（うち相談支援従事者初任者研修講義部分） 時間数

講義

１ 障害者の地域支援と相談支援従事者（サービス管理責
任者・児童発達支援管理責任者）の役割に関する講義 5h

２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律及び児童福祉法の概要並びにサービス提供のプロ
セスに関する講義

3h

３ 相談支援におけるケアマネジメント手法に関する講義 3h

合計 11h

共通講義及び分野別演習（旧） 時間数

講義
サービス管理責任者の役割に関する講義 6h
アセスメントやモニタリングの手法に関
する講義 3h

演習 サービス提供プロセスの管理に関する演
習 10h

合計 19h

相談支援従事者初任者研修講義（現行） 時間数

講義

障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律及び児童福祉法の
概要並びに相談支援従事者の役割に関す
る講義

6.5h

ケアマネジメントの手法に関する講義 2h

地域支援に関する講義 3h

合計 11.5h

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の告示別表

基礎研修（うち研修講義、演習部分）（改正後） 時間数

講義 １ サービス管理責任者の基本姿勢とサービス提供のプロ
セスに関する講義 7.5h

演習 ２ サービス提供プロセスの管理に関する演習 7.5h

合計 15h

実践研修 時間数

講義 １ 障害福祉の動向に関する講義 1h

講義・
演習

２ サービス提供に関する講義及び演習 6.5h

３ 人材育成の手法に関する講義及び演習 3.5h

４ 多職種及び地域連携に関する講義及び演習 3.5h

合計 14.5h

更新研修 時間数

講義 １ 障害福祉の動向に関する講義 1h

講義・
演習

２ サービス提供の自己検証に関する演習 5h

３ サービスの質の向上と人材育成のためのスー
パービジョンに関する講義及び演習 7h

合計 13h

新設

※１ 更新研修は、令和元年度から実施
※２ 令和５年度までは１及び２のみの実施でも可とする※実践研修は令和元年度の２年後より実施 1034



 

 

 

 

 

「令和元年度集団指導資料」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2年 3月 9日開催 

厚生労働省障害保健福祉関係主管課長会議資料 抜粋 
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３ 障害福祉サービス事業所等の整備及び適切な運営等について 

 

（１）短期入所サービスの整備促進 

障害児者の地域生活を支援するには、緊急時の対応やレスパイトとして

の機能を有する短期入所の整備が重要であり、更なる整備が必要である。 

特に、医療ニーズの高い重度の障害児者が地域で安心して暮らしていく

上で、介護者が病気等になった時や一時的な休息を取るための医療型短期

入所の充実を図っていくことは極めて重要であるが、事業所数の伸びはほ

ぼ横ばいとなっている。 

医療型短期入所はニーズが高いサービスであり、各都道府県市において

は、引き続き地域における実情等を適切に把握し、その実情等を踏まえ、

医療ニーズの高い障害児者に対して適切な支援が行われるよう、医療機関

の協力を得ながら、積極的に整備を推進していただきたい。 

また、令和元年度障害者総合推進事業において、「医療型短期入所に関す

る実態調査」を実施しており、調査結果や成果物である医療型短期入所の

参入促進に向けたガイドブックについて、今後周知する予定であるので、

ご承知おき願いたい。 

なお、平成 30 年度報酬改定においては、福祉型短期入所について医療的

ケアが必要な障害児者の受入れを積極的に支援するため、短期入所の新た

な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、医療型短

期入所については、経営の実態等を踏まえて基本報酬を引き上げているこ

とから、サービスの更なる活用と整備促進をお願いする。 

 

 

（２）共生型サービスの整備促進 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律」が平成 30 年４月に施行され、高齢者と障害児者が同一事業所でサー

ビスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度の両制度において、

新たに「共生型サービス」を位置付け、障害福祉サービス事業所（介護保

険サービス事業所）等であれば、基本的に介護保険サービス事業所（障害

福祉サービス事業所）の指定も受けられる特例を設けている。 

令和元年度障害者総合福祉推進事業「共生型サービスに関する実態調査」

及び令和元年度老人保健健康増進等事業「共生型サービスの実態把握及び

普及啓発に関する調査研究事業」において、自治体や事業所に対するアン

ケート調査やヒアリング調査、共生型サービスの普及啓発に向けた研修会

やシンポジウムを実施しており、調査結果や成果物について今後周知する

予定であるので、ご承知おき願いたい。 

各自治体におかれては、これら資料も活用いただき、制度趣旨や事業概

要、取組事例等について管内事業所に対する説明会の開催等を通じた共生

型サービスの普及促進に向けた取組をお願いしたい。 
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なお、介護保険サービス事業所が実施している共生型障害福祉サービス

等の請求事業所数は、合計 517 事業所（令和元年 11 月審査分（10 月サービ

ス提供分））となっている。【関連資料１】 

 

 

（３）障害福祉サービス等の情報公表制度について 

令和元年 10 月に創設された福祉・介護職員等特定処遇改善加算について、

「福祉・介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」（令和元年５月 17 日障障発 0517 第１

号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長）において、令和

２年度より、加算に基づく取組の見える化を算定要件としているところ。

（以下「見える化要件」という。） 

今般、事務を標準化する観点から、障害福祉サービス等情報公表システ

ムにおいて、見える化要件の入力・公表ができるよう整備したので、原則、

当該システムを活用していただきたい。 

併せて、情報公表制度に定められている「都道府県知事が必要と認めた

事項」について、設定・公表ができるよう整備したので、必要に応じて活

用されたい。 

また、公表情報について、年度ごとの情報更新が必要だが、今年度は、

情報が更新されていない事業所や、制度開始後、未だ公表されていない事

業所情報が散見されるため、都道府県等においては、より一層管内事業者

に対して報告を促すとともに、報告された情報を速やかに審査し、公表し

ていただくようお願いする。【関連資料２】 

 

 

（４）障害福祉の仕事の魅力発信について 

障害福祉人材の確保に係る取組は重要と考えており、順次にわたり処遇

改善を実施しており、さらに、令和２年度予算案では、地域生活支援事業

における都道府県事業の新たなメニューとして、「障害福祉のしごと魅力

発信事業」を創設予定である。 

厚生労働省では、障害福祉の仕事の魅力を発信するための動画等を作成

予定であるため、適宜活用いただくとともに、各都道府県においても就職

フェアや体験イベント等の開催により、障害福祉の仕事の魅力発信を積極

的に取り組んでいただきたい。【関連資料３】 

 

 

（５）障害福祉分野におけるロボット・ICT 等導入支援事業の実施主体拡大について 

障害福祉の現場におけるロボット技術の活用による介護業務の負担軽減

等を推進するため、令和元年度補正予算及び令和２年度予算案に障害福祉

分野におけるロボット等導入支援事業を計上し、補助対象自治体に指定都
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市及び中核市を追加するとともに、対象施設・事業所を障害者支援施設及

び共同生活援助事業所としたところである。 

令和２年度予算案に係る協議については、別途改めて案内するので、積

極的なご活用をお願いする。【関連資料４】 

また、障害福祉分野における生産性向上に向けた取組を促進するため、

令和元年度補正予算に障害福祉分野の ICT 導入モデル事業を計上しており、

先般、都道府県・指定都市に対して所要額調査を行ったところである。交

付申請については追ってお示しすることとしているが、引き続き協議に係

る相談を受け付けているので、積極的な活用をお願いする。 

 

 

（６）障害者自立支援給付費負担金等の適正な執行について 

障害者自立支援給付費負担金については、平成 29 年度以前（H25～H29）

の交付額について、令和元年度において再確定を行っている。（235 件、返

還額 124 百万円・追加交付額 224 百万円） 

これは、会計検査院による指摘や市町村における自主監査等によって国

庫負担金が過大、または過小に交付されていることが判明したものであり、

その要因は、事業所の不正請求や負担金の算定について事業所や自治体で

の事務処理誤り等である。 

各都道府県におかれては、限りある予算であることをご理解いただき、

負担金の算定方法や誤りやすい事例などについて、市町村を集めた研修会や

勉強会の開催等を通じて、十分な理解を促していただくとともに、審査・確

認に二重のチェックを行うなど、市町村に対する適切な助言・指導に努めて

いただきたい。 

なお、障害児入所給付費等国庫負担金においても同様に市町村に対する

適切な助言・指導に努めていただきたい。 

 

【会計検査院による主な指摘事項】 

・ 市町村において、障害福祉サービス費等の算定の際、国庫負担金の対

象とならない自治体単独事業の費用を計上するなどし、国庫負担金が過

大に交付されていた。 

・ 事業所において、就労移行支援事業の給付費の算定の際に適正な就労

定着の状況に基づかずに就労定着支援体制加算を算定していた。 

・ 市町村において、障害児入所給付費等の算定の際に利用者負担額を控

除していなかったため、国庫負担金が過大に交付されていた。 

・ 事業所において、放課後等デイサービスに係る障害児通所給付費の算 

定の際、所定の要件を満たした児童発達支援管理責任者を配置していな  

いにも関わらず児童発達支援管理責任者欠如減算を行わず算定してい 

た。 
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（７）障害福祉関係施設の防災・減災対策等について 

① 障害福祉関係施設の耐震化について 

障害福祉関係施設の耐震化状況については、平成 30 年９月に公表した

「社会福祉施設等の耐震化状況調査」の結果（厚生労働省ホームページ：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/se

ikatsuhogo/shakai-fukushi-shisetsu1/index.html 参照）では、平成 29

年３月時点（※１）の耐震化率は 83.7％（4.2 万棟／5.0 万棟）であり、

未だ耐震化されていない施設が見受けられるところである。 

障害福祉関係施設については、自力避難が困難な方が多く利用されてお

り、利用者の安全を確保する観点から、できる限り早期に全ての施設の耐

震化を完了する必要がある。 

こうした中、緊急対策において、社会福祉施設等の耐震化を着実に推進

していくことを明記するなど、厚生労働省としても、今後、想定される南

海トラフ地震や首都直下地震等に備え、引き続き、未耐震施設の耐震化整

備を早急に進めていくことが喫緊の課題であると考えている。各都道府県

等におかれては、未耐震施設の把握（対象施設の種別や場所のみならず、

耐震化計画の有無や内容、それぞれが抱えている耐震化に向けた課題な

ど）に努めていただくとともに、当該施設に対しては、積極的に補助制度

や融資制度（※２）の情報提供や助言を行うなど、計画的に耐震化整備を

進めていただきたい。 

※１ 平成 31 年３月の状況については、現在集計中であり、公表時に

は別途、お知らせする 

※２ 耐震化整備の設置者負担については、独立行政法人福祉医療機構

において融資を行っており、社会福祉事業施設の耐震化整備につい

ては、融資条件の優遇措置を実施している。 

 

【国庫補助金の交付を受ける事業】 

融資率  95％ 

貸付利率 基準金利同率（措置期間中無利子） 

【上記以外の事業】 

融資率  通常の融資率と同様 

貸付利率 基準金利同率 

 

② 障害福祉関係施設の非常用自家発電設備整備・給水設備等の整備について 

障害福祉関係施設については、日常生活上の支援が必要な方が多数利用

していることから、災害時においてもその機能を維持できるよう必要な対

策を講じることが重要であるため、非常用自家発電設備・給水設備の整備

を推進することとしている。 

また、グループホームの改修整備にあたっては、停電時に備えた外部給

電を受けるために必要となる設備の改修及び蓄電設備の設置に係る改修

も可能となっている。 

各都道府県等におかれては、障害福祉関係施設に対し、災害による停
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電・断水に備えた対策の点検を促すとともに、非常用自家発電設備・給水

設備を整備する場合等の社会福祉施設等施設整備費補助金の活用につい

て周知をお願いする。 

あわせて、災害による停電時に非常用自家発電設備を問題なく使用でき

るよう、設備の定期的な点検や使用訓練等を行っていただくことについて

も周知をお願いする。 

 

※ 非常用自家発電設備整備及び給水設備の設置者負担については、独

立行政法人福祉医療機構において融資を行っており、非常用自家発電

設備整備及び給水設備については、融資条件の優遇措置を実施してい

る。（令和元年度補正予算にて対応） 

 

 【国庫補助金の交付を受ける事業】 

融資率  95％（施設本体を含む） 

貸付利率 基準金利同率（措置期間中無利子） 

【上記以外の事業】 

融資率  通常の融資率と同様 

 

③ 障害福祉関係施設の土砂災害対策の徹底について 

障害福祉関係施設の土砂災害対策については、「土砂災害のおそれのあ

る箇所に立地する「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に

係る土砂災害対策における連携の強化について」（平成 27 年８月 20 日付

27 文施施企第 19 号文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課長、同

省スポーツ・青少年局学校健康教育課長、科発 0820 第１号厚生労働省大

臣官房厚生科学課長、国水砂第 44 号国土交通省水管理・国土保全局砂防

部砂防計画課長連名通知。以下「土砂災害対策連携通知」という。）によ

り、民生部局と砂防部局の連携による土砂災害対策の推進をお願いしてき

たところである。 

こうした中、平成 28 年の台風 10 号に伴う水害など、近年の水害・土砂

災害の発生等を踏まえ、平成 29 年６月に土砂災害防止法が改正され、洪

水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の所

有者又は管理者に対し、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務付

けられたところである。 

各都道府県等におかれては、同法の施行も踏まえ、砂防部局や管内市町

村との連携体制を一層強化し、水害・土砂災害のおそれがある地域に立地

する障害福祉関係施設を的確に把握するとともに、「要配慮者利用施設管

理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」や「水害・土

砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」を参考

に、当該施設に対して、改めて指導・助言等を行っていただくようお願い

する。 

また、厚生労働省においては、「土砂災害のおそれのある箇所に立地す

る「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に係る土砂災害対

策における連携の強化について」（平成 29 年 11 月 24 日付厚生労働省子ど
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も家庭局子育て支援課長ほか連名通知）を通知しているところであるので、

各都道府県等におかれては、同通知を踏まえ、土砂災害対策連携通知の内

容の再確認、関係部局間の情報共有、管内市区町村への周知等についても、

併せて適切な対応をお願いする。 

 

④ 大規模災害等への対応について 

障害福祉関係施設においては、自力避難が困難な方が多数利用している

ことから、利用者の安全確保等の観点から、大規模災害等に備えた十分な

対策を講じる必要がある。 

各都道府県等におかれては、各種法令や通知等に基づき、非常災害対策

計画の策定、消防等関係機関への通報及び連絡体制の整備、定期的な避難

訓練の実施、停電や断水といったライフラインの寸断に備えた物資の備蓄

等の災害対策に万全を期するよう、障害福祉関係施設に対する助言等をお

願いする。（「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の

点検について」（平成 30 年 10 月 19 日付事務連絡厚生労働省子ども家庭

局子育て支援課ほか連名）など参照） 

また、障害福祉関係施設は、災害時において地域の防災拠点としての機

能も期待されることから、社会福祉施設等施設整備費補助金を活用した避

難スペース、非常用自家発電設備及び給水設備の整備を進めるなどにより、

災害時において被災障害者等を積極的に受入れる体制の整備をお願いし

たい。 

 

 

（８）障害福祉関係施設の被災状況の把握等について 

災害発生時における障害福祉関係施設の被災状況については、「災害発生

時における社会福祉施設等の被災状況の把握等について」（平成 29 年２月 20

日付け雇児発 0220 第２号、社援発 0220 第１号、障発 0220 第１号、老発 0220

第１号）に基づき、各都道府県等から情報提供をいただき、当該情報を基に

被害状況の把握及び必要な支援策の検討等に活用しているところである。 

今後、都道府県等におかれては、以下の点に、ご留意いただきたい。 

 

① 迅速な情報収集及び提供について 

必要な支援を迅速に行うためには、通知に基づく情報が非常に重要であ

ることから、災害発生時には可能な限り迅速な情報収集及び提供をお願い

する。また、被災状況の把握にあたっては、停電等により連絡手段が途絶

された場合に備え、施設長等の携帯電話、固定電話、防災電話、Ｅメール、

ＳＮＳ、市町村、関係団体からの報告、職員による巡回等による情報収集

等の手段について、あらかじめ整理し、把握するとともに、電源車、給水

車等の施設からの支援要請についても把握するようお願いする。 

 

② 停電発生時の対応について 

社会福祉施設等で停電が発生した場合には、重大な事故につながるおそ

れがあり、それを未然に防止することが必要であることから、都道府県等
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におかれては、社会福祉施設等で停電が発生した際に、特に医療的配慮が

必要な入所者等について、電源が確保された協力病院等に一時避難を依頼

する等、要配慮者の安全対策に万全を期すよう、平時から施設管理者等に

対し働きかけを行っていただきたい。 

 

③ 施設リストの提出について 

同通知においては、災害発生時に速やかに社会福祉施設等の被害情報を

収集することができるよう、あらかじめ各都道府県等において対象施設種

別の施設リストを更新の上、厚生労働省に提出していただくこととしてい

るが、未だに未提出の自治体が見受けられるところである。未提出自治体

におかれては、災害時における被害情報の収集を円滑にできるよう、早急

に御対応をお願いする。 

なお、昨年の災害時の対応を踏まえ、今年度中を目途に社会福祉施設等

の被災状況の把握様式について、電源車や給水車の支援要請状況も加えた

上で、施設リストの提出を依頼する予定（提出期限：令和２年４月末）で

あるので、期限までの提出をお願いしたい。 

 

④ 災害時情報共有システムの構築について 

令和元年度補正予算を活用し、災害発生時の被災状況等を社会福祉施設

等が直接入力し、国・地方公共団体が一元的に確認できる災害時情報共有

システムを構築することとしているので、予めご了知いただきたい。 

 

 

（９）東日本大震災からの復旧・復興等（利用者負担免除に係る自治体負担分

に対する財政支援） 

東日本大震災により被災した障害福祉サービス等の利用者に係る利用者

負担を免除した場合の取扱いについては、財政支援を次のとおり延長する

予定であり、令和２年度予算案に計上しているため、管内市町村、サービ

ス事業所等に周知を図るようご配慮願いたい。 

なお、詳細は近日中に交付要綱でお示しすることとしているので、管内

自治体への周知をお願いしたい。 

 

○対象者：東京電力福島第一原子力発電所事故により設定された帰還困難

区域等（※１）、上位所得層を除く旧緊急時避難準備区域等（※

２）及び令和元年度以前に指定が解除された旧避難指示解除準

備区域等（※３）の住民（震災発生後、他市町村に避難のため

転出した住民を含む。）。なお、令和元年度に指定解除となる

区域等（※４）の上位所得層は、一定期間、対象に含める。 

 

（※１）帰還困難区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域 

（※２）旧緊急時避難準備区域、旧特定避難勧奨地点（ホットスポット） 

（※３）旧避難指示解除準備区域及び旧居住制限区域 
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（※４）以下の２つの区域等をいう。 

（１）平成 31 年４月 10 日に指定が解除された旧居住制限区域等（大熊

町の旧居住制限区域及び旧避難指示解除準備区域） 

（２）令和２年３月に指定が解除される旧避難指示解除準備区域等（双

葉町の旧避難指示解除準備区域及び双葉町、大熊町、富岡町の一部

の帰還困難区域） 

○対象となるサービス：介護給付費、訓練等給付費、障害児入所給付費等、

障害児通所給付費等、補装具費等、障害児入所措

置費、やむを得ない事由による措置費 

○実施期間：令和３年２月末（サービス提供分）まで。ただし、令和元年

度に指定解除となる区域等の上位所得層は、令和２年９月 30

日まで。（予定） 
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４ 障害者総合支援法と介護保険法の適用に係る適切な運用等について  
（１）障害者総合支援法に基づく自立支援給付費と介護保険法との適用関係【関

連資料１、２】 
  我が国においては、自助を基本としつつ、共助が自助を支え、自助・共助

で対応できない場合に社会福祉等の公助が補完する仕組みが社会保障の基

本となっている。 

このため、あるサービスが公費負担制度でも社会保険制度でも提供される

ときは、国民が互いに支え合うために保険料を支払う社会保険制度の下で、

そのサービスをまず利用してもらうという「保険優先の考え方」が原則とな

っている。 

障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係に

ついては、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」（平成 19 年

３月 28 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長

連名通知）で、介護保険サービスが原則優先されることとなるが、サービス

内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがない障害福祉サービ

ス固有のものについては、障害福祉サービスに係る介護給付費等を支給する

ことや、障害福祉サービスについて当該市町村において適当と認める支給量

が、介護保険サービスのみによって確保することができないものと認められ

る場合には、介護給付費等を支給することが可能であることなどの取扱いを

示すとともに、障害保健福祉関係主管課長会議において適切な運用に努めて

いただくよう周知してきたところである。  

また、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等について」

（平成 27 年２月 18 日付事務連絡。以下「事務連絡」という。）において、制

度の適切な運用について示しているところであり、介護保険の被保険者であ

る障害者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合は、一律

に介護保険サービスを優先させることはせず、障害福祉サービスの利用に関

する具体的な利用意向等を聴き取りにより把握した上で、障害者の個々の状

況に応じた支給決定がなされるよう改めてお願いする。  

なお、介護保険の被保険者である障害者については、申請に係る障害福祉

サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受けることが可能

か否か、当該介護保険サービスに係る介護保険給付を受けることが可能か否

か等について判断するためにも、障害者の生活に急激な変化が生じないよう

配慮しつつ、まずは、要介護認定等申請を行っていただいた上で介護保険制

度からどのようなサービスをどの程度受けられるかを把握することが適当で

ある。 

したがって、要介護認定等の申請を行わない障害者に対しては、申請をし

ない理由や事情を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を行い、申
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請について理解を得られるよう丁寧に働きかけるよう改めてお願いする。 

さらに、特に 65 歳を迎える者については、介護保険制度の円滑な利用に向

け、要介護認定等の申請から認定結果通知にかかる期間も考慮して、65 歳に

到達する誕生日前の適切な時期から要介護認定等に係る申請の案内を行うよ

うお願いする。 

その際、単に案内を郵送するだけでなく、市町村職員又は相談支援専門員

から直接、介護保険制度について説明を行うことが望ましい。 

また、指定特定相談支援事業者と指定居宅介護支援事業者等との一層の連

携が図られるよう、 

  ・ 相談支援専門員が、利用者に対し必要な介護保険サービスを円滑に利用

できるよう介護保険制度に関する案内を行うことや、本人の了解の下、利

用する指定居宅介護支援事業所等に対し利用者の状態や障害福祉サービス

の利用状況等サービス等利用計画に記載されている情報を提供するよう適

切に引継ぎを行うこと 

  ・ 介護保険サービス利用開始後も引き続き障害福祉サービスを利用する場

合は、サービス担当者会議等を活用して相談支援専門員と介護支援専門員

が随時情報共有を図ること 

  等については、事務連絡で既にお示ししているが、改めてお願いする。 

 

 

（２）新高額障害福祉サービス等給付費について  
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童

福祉法の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 65 号）により支給対象が拡

大された高額障害福祉サービス等給付費（いわゆる「新高額障害福祉サービ

ス等給付費」）については、対象者等が制度内容を正しく理解し、適当な時期

に申請が行われることが重要である。 

このため、対象者等に対し、制度の概要等について丁寧に説明していただ

くようお願いする。これらの対応に当たっては、必要に応じて介護保険担当

部局と連携し、対象者要件を満たす者の把握に努めていただきたい。 

また、新高額障害福祉サービス等給付費については、高額介護サービス費

【年額】等との併給調整後に支給を行う場合や、月払いで支給し、高額介護

サービス費【年額】確定後に重複支給額の併給調整を行う場合等、市町村の

判断により運用していただくこととしているが、いずれの場合においても、

申請者に対し、償還のスケジュールについて十分な説明を行い、理解を得ら

れるよう対応されたい。 
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障企発第０３２８００２号 

障障発第０３２８００２号 

平成１９年３ 月２８日 

一 部 改 正 

障企発０９２８第２号 

障障発０９２８第２号 

平成２３年９月２８日 

一 部 改 正 

障企発０３３０第４号 

障障発０３３０第１１号 

平成２４年３月３０日 

一 部 改 正 

障企発０３２９第５号 

障障発０３２９第９号 

平成２５年３月２９日 

一 部 改 正 

障企発０３３１第２号 

障障発０３３１第２号 

平成２６年３月３１日 

一 部 改 正 

障企発０３３１第１号 

障障発０３３１第５号 

平成２７年３月３１日 

一 部 改 正 

 

 

 

各 都道府県 障害保健福祉主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 企 画 課 長 

障害福祉課長 
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関連資料１

50



 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について 

 

障害者自立支援法（平成17年法律第123号。平成25年４月から障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律。以下「法」という。）に基づ

く自立支援給付（以下「自立支援給付」という。）については、法第７条の他

の法令による給付又は事業との調整規定に基づき、介護保険法（平成９年法律

第123 号）の規定による保険給付又は地域支援事業が優先されることとなる。

このうち、介護給付費等（法第19 条第１項に規定する介護給付費等をいう。以

下同じ。）の支給決定及び補装具費の支給に係る認定を行う際の介護保険制度

との適用関係等についての考え方は次のとおりであるので、御了知の上、管内

市町村、関係団体及び関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏

のないようにされたい。 

本通知の施行に伴い、平成12 年３月24 日障企第16 号・障障第８号厚生省大

臣官房障害保健福祉部企画課長、障害福祉課長連名通知「介護保険制度と障害

者施策との適用関係等について」は廃止する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22 年法律第67 号）第245 条の４第１項

の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 
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１．自立支援給付と介護保険制度との適用関係等の基本的な考え方について 

（１）介護保険の被保険者とならない者について 

障害者についても、65 歳以上の者及び40 歳以上65 歳未満の医療保険

加入者は、原則として介護保険の被保険者となる。 

ただし、次の①及び②に掲げる者並びに③～⑪の施設に入所又は入院し

ている者については、①～⑪に掲げる施設（以下「介護保険適用除外施設」

という。）から介護保険法の規定によるサービス（以下「介護保険サービ

ス」という。）に相当する介護サービスが提供されていること、当該施設

に長期に継続して入所又は入院している実態があること等の理由から、介

護保険法施行法（平成９年法律第124 号）第11 条及び介護保険法施行規則

（平成11 年厚生省令第36 号）第170条の規定により、当分の間、介護保険

の被保険者とはならないこととされている。 

なお、介護保険適用除外施設を退所又は退院すれば介護保険の被保険者

となり、介護保険法に基づく要介護認定又は要支援認定（以下「要介護認

定等」という。）を受ければ、これに応じた介護保険施設に入所（要介護

認定を受けた場合に限る。）し、又は在宅で介護保険サービスを利用する

ことができる。 

① 法第19 条第１項の規定による支給決定（以下「支給決定」という。）

（法第５条第７項に規定する生活介護（以下「生活介護」という。）及

び同条第11 項に規定する施設入所支援（以下「施設入所支援」という。）

に係るものに限る。）を受けて同法第29 条第１項に規定する指定障害

者支援施設（以下「指定障害者支援施設」という。）に入所している身

体障害者 

② 身体障害者福祉法（昭和24 年法律第283 号）第18 条第２項の規定に

より法第５条第12 項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うもの

に限る。以下「障害者支援施設」という。）に入所している身体障害者 

③ 児童福祉法（昭和22 年法律第164 号）第42 条第２号に規定する医療

型障害児入所施設 

④ 児童福祉法第６条の２第３項の厚生労働大臣が指定する医療機関（当

該指定に係る治療等を行う病床に限る。） 

⑤ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成14 年法
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律第167号）第11 条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害

者総合施設のぞみの園が設置する施設 

⑥ 国立及び国立以外のハンセン病療養所 

⑦ 生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条第１項第１号に規定する救

護施設 

⑧ 労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）第29条第１項第２号に

規定する被災労働者の受ける介護の援護を図るために必要な事業に係

る施設（同法に基づく年金たる保険給付を受給しており、かつ、居宅に

おいて介護を受けることが困難な者を入所させ、当該者に対し必要な介

護を提供するものに限る。） 

⑨ 障害者支援施設（知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第16条第

１項第２号の規定により入所している知的障害者に係るものに限る。） 

⑩ 指定障害者支援施設（支給決定（生活介護及び施設入所支援に係るも

のに限る。）を受けて入所している知的障害者及び精神障害者に係るも

のに限る。） 

⑪ 法第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者であって、障害者自立

支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第２条の３に規定する

施設（法第５条第６項に規定する療養介護を行うものに限る。） 

（２）介護給付費等と介護保険制度との適用関係 

介護保険の被保険者である65歳以上の障害者が要介護状態又は要支援

状態となった場合（40歳以上65歳未満の者の場合は、その要介護状態又は

要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心

身上の変化に起因する特定疾病によって生じた場合）には、要介護認定等

を受け、介護保険法の規定による保険給付を受けることができる。また、

一定の条件を満たした場合には、地域支援事業を利用することができる。 

その際、自立支援給付については、法第７条の他の法令による給付又は

事業との調整規定に基づき、介護保険法の規定による保険給付又は地域支

援事業が優先されることとなるが、介護給付費等の支給決定を行う際の介

護保険制度との適用関係の基本的な考え方は以下のとおりであるので、市

町村は、介護保険の被保険者（受給者）である障害者から障害福祉サービ

スの利用に係る支給申請があった場合は、個別のケースに応じて、申請に

25
53



係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受

けることが可能か否か、当該介護保険サービスに係る保険給付又は地域支

援事業を受け、又は利用することが可能か否か等について、介護保険担当

課や当該受給者の居宅介護支援を行う居宅介護支援事業者等とも必要に応

じて連携した上で把握し、適切に支給決定すること。 

① 優先される介護保険サービス 

自立支援給付に優先する介護保険法の規定による保険給付又は地域支

援事業は、介護給付、予防給付及び市町村特別給付並びに第一号事業と

されている（障害者自立支援法施行令（平成18年政令第10号）第２条）。

したがって、これらの給付対象となる介護保険サービスが利用できる場

合は、当該介護保険サービスの利用が優先される。 

② 介護保険サービス優先の捉え方 

ア サービス内容や機能から、障害福祉サービスに相当する介護保険サ

ービスがある場合は、基本的には、この介護保険サービスに係る保険

給付又は地域支援事業を優先して受け、又は利用することとなる。し

かしながら、障害者が同様のサービスを希望する場合でも、その心身

の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であり、介護保険サー

ビスを一律に優先させ、これにより必要な支援を受けることができる

か否かを一概に判断することは困難であることから、障害福祉サービ

スの種類や利用者の状況に応じて当該サービスに相当する介護保険

サービスを特定し、一律に当該介護保険サービスを優先的に利用する

ものとはしないこととする。 

したがって、市町村において、申請に係る障害福祉サービスの利用

に関する具体的な内容（利用意向）を聴き取りにより把握した上で、

申請者が必要としている支援内容を介護保険サービスにより受ける

ことが可能か否かを適切に判断すること。 

なお、その際には、従前のサービスに加え、小規模多機能型居宅介

護などの地域密着型サービスについても、その実施の有無、当該障害

者の利用の可否等について確認するよう留意する必要がある。 

イ サービス内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがな

い障害福祉サービス固有のものと認められるもの（同行援護、行動援
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護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援等）につい

ては、当該障害福祉サービスに係る介護給付費等を支給する。 

③ 具体的な運用 

②により、申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービス

により必要な支援を受けることが可能と判断される場合には、基本的に

は介護給付費等を支給することはできないが、以下のとおり、当該サー

ビスの利用について介護保険法の規定による保険給付が受けられない

又は地域支援事業が利用することができない場合には、その限りにおい

て、介護給付費等を支給することが可能である。 

ア 在宅の障害者で、申請に係る障害福祉サービスについて当該市町村

において適当と認める支給量が、当該障害福祉サービスに相当する介

護保険サービスに係る保険給付又は地域支援事業の居宅介護サービ

ス費等区分支給限度基準額の制約から、介護保険のケアプラン上にお

いて介護保険サービスのみによって確保することができないものと

認められる場合。 

イ 利用可能な介護保険サービスに係る事業所又は施設が身近にない、

あっても利用定員に空きがないなど、当該障害者が実際に申請に係る

障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを利用することが困

難と市町村が認める場合（当該事情が解消するまでの間に限る。）。 

ウ 介護保険サービスによる支援が可能な障害者が、介護保険法に基づ

く要介護認定等を受けた結果、非該当と判定された場合など、当該介

護保険サービスを利用できない場合であって、なお申請に係る障害福

祉サービスによる支援が必要と市町村が認める場合（介護給付費に係

るサービスについては、必要な障害支援区分が認定された場合に限

る。）。 

（３）補装具費と介護保険制度との適用関係 

補装具費の支給認定を行う際の介護保険制度との適用関係についても、

基本的な考え方は（２）の①及び②と同様であるが、具体的には以下のと

おりである。介護保険で貸与される福祉用具としては、補装具と同様の品

目（車いす、歩行器、歩行補助つえ）が含まれているところであり、それ

らの品目は介護保険法に規定する保険給付が優先される。ただし、車いす
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等保険給付として貸与されるこれらの品目は標準的な既製品の中から選択

することになるため、医師や身体障害者更生相談所等により障害者の身体

状況に個別に対応することが必要と判断される障害者については、これら

の品目については、法に基づく補装具費として支給して差し支えない。 

２．その他 

（１）介護保険サービスが利用可能な障害者が、介護保険法に基づく要介護認

定等を申請していない場合等は、介護保険サービスの利用が優先される旨

を説明し、申請を行うよう、周知徹底を図られたい。 

（２）平成18年３月31日以前の身体障害者福祉法等による日常生活用具の給

付・貸与事業において、介護保険による福祉用具の対象となる品目につい

ては、介護保険法の規定による貸与や購入費の支給を優先して行うことと

されていたところであるが、法における地域生活支援事業については自立

支援給付とは異なり、地域の実情に応じて行われるものであり、法令上、

給付調整に関する規定は適用がないものである。しかしながら、日常生活

用具に係る従来の取り扱いや本通知の趣旨を踏まえ、地域生活支援事業に

係る補助金の効率的な執行の観点も考慮しつつ、その適切な運用に努めら

れたい。 
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事 務 連 絡 

平 成 2 7 年 ２ 月 1 8 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉部（局） 御中 

中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 企 画 課 

 障害福祉課 

                                                 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等に

ついて 

 

 標記については、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について」

（平成 19 年３月 28 日障企発第 0328002 号・障障発第 0328002 号厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連名通知。以下

「適用関係通知」という。）でお示しするとともに、障害保健福祉関係主

管課長会議において適切な運用に努めていただくよう周知しているところ

である。 

 しかしながら、その運用に関して障害者の個々の実態に即したものとな

っていない等の声も寄せられていることを踏まえ、各市町村における具体

的な運用等についての実態調査を実施したところである。 

本調査結果は別添のとおりであるが、自立支援給付と介護保険制度との

適用関係に係る留意事項を下記のとおりまとめたので、御了知の上、管内

市町村、関係機関に周知徹底いただくとともに、その運用に遺漏なきよう

お願いしたい。 

なお、本事務連絡については、老健局とも協議済みであることを念のた

め申し添える。介護保険担当課室へも本事務連絡を情報提供し、適宜、連

携を図るようお願いしたい。 
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記 

 

１．介護給付費等と介護保険制度との適用関係について 

（１）障害福祉サービスに相当する介護保険サービスの特定について 

適用関係通知において、市町村は、介護保険の被保険者である障害

者から障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合は、個別

のケースに応じて、当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービ

スにより適切な支援を受けることが可能か否か等について、申請に係

る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容（利用意向）を聴き

取りにより把握した上で、適切に判断することとしているが、改めて

各市町村においては、適切な運用をお願いしたい。 

 （２）具体的な運用について 

申請に係る障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより必

要な支援を受けることが可能と判断される場合であっても、当該サー

ビスの利用について介護保険法（平成９年法律第 123 号）の規定によ

る保険給付が受けられない場合には、その限りにおいて、介護給付費

等を支給することが可能であることとしている。市町村においては、

当該介護給付費等を支給する場合の基準を設けている場合であっても、

当該基準によって一律に判断するのではなく、介護保険サービスの支

給量・内容では十分なサービスが受けられない場合には、介護給付費

等を支給するなど、適切な運用に努められたい。 

また、障害福祉サービス利用者が要介護認定等を受けた結果、居宅

介護サービス費等区分支給限度基準額の範囲内では、利用可能なサー

ビス量が減少することも考えられる。しかし、介護保険利用前に必要

とされていたサービス量が、介護保険利用開始前後で大きく変化する

ことは一般的には考えにくいことから、個々の実態に即した適切な運

用をお願いしたい。 

    

２．介護保険制度の円滑な利用に当たっての留意点 

（１）障害福祉サービス利用者への介護保険制度の案内について 

要介護認定等の申請は、申請に係る者の状態について大きな変更が

生ずることが見込まれないということから、65 歳到達日（誕生日の前

日）、特定疾病に該当する者の 40 歳到達日（誕生日の前日）又は適用

除外施設退所日（以下「65 歳到達日等」という。）の３か月前以内に
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要介護認定等申請を受理し、65 歳到達日等に認定することを運用上の

対応として可能としている。 

そのため、障害福祉サービス利用者の介護保険制度の円滑な利用に

向け、要介護認定等の申請から認定結果通知にかかる期間を考慮して

65 歳到達日等前の適切な時期から要介護認定等に係る申請の案内を行

うこと。 

その際には、単に案内を郵送するだけでなく、市町村職員から、又

は、（３）にお示しする相談支援専門員から直接、介護保険制度につ

いて説明を行うことが望ましい。 

（２）障害福祉サービス利用者等に対する介護保険制度との併給が可能

な旨の案内について 

介護保険法の規定による保険給付が優先されることが、あたかも介

護保険のみの利用に制限されるという誤解を障害福祉サービス利用者

に与えることのないよう、適用関係通知（２）②の場合や③の場合に

ついては介護給付費等の支給が可能な旨、利用者及び関係者へ適切に

案内を行うこと。 

（３）指定特定相談支援事業者と指定居宅介護支援事業者等との連携に

ついて 

障害福祉サービス利用者が介護保険サービスを利用するに当たって

は、障害者が適切なサービスを受けられるよう 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17 年法律第 123 号）における指定特定相談支援事業所の相談支援専

門員がモニタリングを通じて、必要な介護保険サービスを円滑に利用

できるよう利用者に対し、介護保険制度に関する案内を行うことや、

介護保険サービスの利用に際しては、本人に了解の上、利用する指定

居宅介護支援事業所等に対し、利用者の状態や障害福祉サービスの利

用状況等サービス等利用計画に記載されている情報を提供するよう適

切に引継ぎを行うこと 

・介護保険サービス利用開始後も引き続き障害福祉サービスを利用する

場合は、サービス担当者会議等を活用して相談支援専門員と介護支援

専門員が随時情報共有を図ること 

等必要な案内や連携を行うこと等の周知をお願いしたい。 

※なお、ここでいう「指定居宅介護支援事業者等」とは、小規模多機

能型居宅介護や介護老人福祉施設のように、人員配置基準において
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介護支援専門員の配置が義務づけられている事業者を含むものであ

る。 

 

３．要介護認定等の申請について 

  介護保険の被保険者である障害者については、申請に係る障害福祉サ

ービスに相当する介護保険サービスにより適切な支援を受けることが可

能か否か、当該介護保険サービスに係る介護保険給付を受けることが可

能か否か等について判断するためにも、障害者の生活に急激な変化が生

じないよう配慮しつつ、まずは、要介護認定等申請を行っていただいた

上で介護保険制度からどのようなサービスをどの程度受けられるかを把

握することが適当である。 

 したがって、要介護認定等の申請を行わない障害者に対しては、申請

をしない理由や事情を十分に聴き取るとともに、継続して制度の説明を

行い、申請について理解を得られるよう働きかけること。 

   

４．指定障害者支援施設等入所者の要介護認定等について 

介護保険適用除外施設である指定障害者支援施設等入所者は、介護保

険サービスに相当する介護サービスが提供されていること等の理由から、

当分の間、介護保険の被保険者とはならないこととされている。一方で、

個々の事情に応じて介護保険適用除外施設を退所又は退院することもあ

り得るが、その場合には介護保険の被保険者となり、介護保険法に基づ

く要介護認定等を受けることにより、これに応じた介護保険サービスを

利用することが可能となる。   

この点、例えば、介護保険適用除外施設からの退所者が介護老人福祉

施設等へ入所しようとする場合には、通常、一定の期間を要することか

ら、指定障害者支援施設等の退所日と要介護認定申請の時期の兼ね合い

で必要な手続きや調整が円滑に行われないという指摘があるが、介護保

険サービスの利用を円滑に進めるために、関係者間での密な情報共有や

連携を図ることにより、柔軟に対応願いたい。 
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10 障害者の地域生活への移行等について 

 

（１）障害者の地域生活への移行について 

  ① 自立生活援助について 

平成 30 年４月に施行された自立生活援助は、障害者支援施設やグルー

プホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障害者等で、

理解力や生活力等に不安がある者に対して、自立生活援助事業所の従業者

が定期的な居宅訪問や随時の通報を受けて行う訪問、当該利用者からの相

談対応等により、利用者の日常生活における課題を把握し、必要な情報の

提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行うサービスであり、令和元年

10 月時点で、183 事業所（38 都道府県）において、789 人が利用している。

【関連資料１、２】 

自立生活援助の対象者は、障害者支援施設等から地域での一人暮らしに

移行した障害者のほか、現に一人暮らしをしている障害者や障害、疾病等

の家族と同居しており、家族による支援が見込めないなど実質的に一人暮

らしと同様の障害者も対象となる。 

自立生活援助の標準利用期間は１年間としているが、さらにサービスの

利用が必要な場合については、市町村審査会の審査を経て更新が可能であ

る。 

自立生活援助は、障害者支援施設等から地域での一人暮らしに移行した

障害者が地域生活を継続するために有効なサービスであるとともに、現に

一人暮らしをしている障害者等が住み慣れた地域で引き続き生活を可能

とするサービスであるため、都道府県並びに市町村におかれては、管内の

ニーズ等の把握に努めていただくとともに、事業者の指定や支給決定の実

施等、自立生活援助の活用に努めていただくようお願いする。 

 

  ② 地域相談支援について 

平成 24 年４月から施行された地域相談支援（地域移行支援及び地域定

着支援）は、平成 30 年の報酬改定において、地域移行実績等を評価した

新たな基本報酬（地域移行支援サービス費Ⅰ）や深夜（午後 10 時から午

前６時まで）における電話による相談援助を評価した報酬（緊急時支援費

Ⅱ）を設定したことから、利用者数が増加傾向にあるものの障害福祉計画

における利用見込量を大きく下回る水準で推移しており、都道府県毎の利

用実績に大きな差が生じている現状である。【関連資料３】 

地域相談支援の利用実績がない若しくは低調な理由については、複数の

要因があると推測されるところであるが、障害者支援施設や精神科病院等

からの地域移行は、障害福祉計画における継続した課題となっていること

から、都道府県並びに市町村においては、地域相談支援の積極的な活用を

検討願いたい。 

特に、精神科病院に入院している精神障害者の地域移行に関しては、所
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在の確認が難しい事例も散見されるが、国立精神・神経医療研究センター

が公開している「地域精神保健医療福祉資源分析データベース ＲeＭＨＲ

ＡＤ（リムラッド）」を活用することで、精神科病院に入院している方の

状況（現在の所在病院・元住所地の市区町村）を検索すること等が可能な

ので、地域相談支援を必要とする精神障害者に対して確実に支援が届くよ

う、実態把握に努められたい。【関連資料４】 

また、地域相談支援と自立生活援助を組み合わせることで、地域移行す

る障害者への支援をより効果的に実施することが可能であり、相談支援事

業者が自立生活援助を実施する場合は兼務要件等が緩和されているので、

合わせて活用を検討願いたい。 

 

  ③ 福祉施設入所者の地域生活への移行について 

障害福祉計画における基本指針では、「福祉施設入所者の地域生活への

移行」について第１期から継続して成果目標を設定しており、第５期障害

福祉計画（平成 30 年～令和２年度）における目標は、「平成 28 年度末の

施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行」としている。 

また、第６期障害福祉計画（令和３年～令和５年度）における目標は、

地域移行の重要性は変わらないものの、施設入所者の重度化・高齢化等に

より地域移行者数が減少傾向にあること、一方、障害者の重度化・高齢化

に対応するための日中サービス支援型グループホームなど障害福祉サー

ビスの機能強化や地域生活支援拠点等の整備等を踏まえ、「令和元年度末

の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行」とする予定としている。 

都道府県並びに市町村におかれては、自立生活援助や地域相談支援の活

用、グループホームの整備促進、進捗状況の把握等に取り組み、第５期障

害福祉計画期間における目標の達成に努めていただきたい。 

また、第６期障害福祉計画の策定にあたっては、管内の福祉施設入所者

のニーズ等の把握に努め、重度化・高齢化した障害者等で地域生活を希望

する者に対しては、日中サービス支援型グループホームにより常時の支援

体制を確保すること等により、地域生活への移行が可能となるよう必要な

サービス提供体制の確保が図られるよう留意いただきたい。 

 

 

（２）共同生活援助（グループホーム）の利用促進について 

  ① 日中サービス支援型グループホームについて 

平成 30 年度報酬改定により創設された「日中サービス支援型グループ

ホーム」は、障害者の重度化・高齢化に対応するために創設された共同生

活援助の新たな類型であり、また、短期入所を併設し地域で生活する障害

者の緊急一時的な宿泊の場を提供することとしており、施設等からの地域

移行の促進及び地域生活の継続等、地域生活支援の中核的な役割を担うこ

とが期待されるものであり、令和元年 10 月時点で、114 事業所（36 都道
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府県）において、1,388 人が利用している。【関連資料５、６】 

都道府県並びに市町村におかれては、管内のニーズ等の把握に努めてい

ただくとともに、事業者の指定や支給決定の実施等、日中サービス支援型

グループホームの活用に努めていただくようお願いする。 

 

  ② グループホームの整備促進について 

    グループホームは、障害者の地域における住まいの場として大きな役割

を担っており、令和元年 10 月時点の利用者数は 12.7 万人（介護サービス

包括型：11.0 万人、日中サービス支援型：1,388 人、外部サービス利用型：

1.6 万人）であり、第５期障害福祉計画の令和元年度末における利用者見

込数 12.9 万人と比較して、ほぼ同水準となっているものの、第５期障害

福祉計画（平成 30 年～令和２年度）においてグループホームの利用見込

は今後も増加することから、引き続き、グループホームの整備促進に努め

られたい。【関連資料７】 

 

  ③ グループホームの防火安全対策等について 

    グループホームの防火安全対策については、消防法施行令等に基づき、

適正に運用されているところであるが、都道府県並びに市町村におかれて

は、管内の消防署等と連携を図りつつ、関係事業所等に対して適切に指導

等を行い、スプリンクラー設備等の設置義務のない場合も含め、グループ

ホームの防火安全体制の推進に万全を期されるようご協力をお願いする。 

    また、非常災害対策は事業者が日頃から取り組むべき事案であるが、グ

ループホームは障害者が共同生活する住まいの場であり、一つ一つの住居

は小規模であることが多いことから、具体的に取り組みにくいとの声もあ

るため、都道府県並びに市町村におかれては、利用者の安全確保を第一に

考え、グループホームにおける災害発生に備えた取組みの促進を図るよう

お願いする。 

災害発生に備えた取組みの例 

○避難行動要支援者名簿への掲載の調整 

○一時避難場所や福祉避難所への移動経路の確認及び移動訓練 等 

 

  ④ 地域の実状に合った総合的な福祉サービスの提供について 

    厚生労働省においては、平成 27 年９月に「新たな時代に対応した福祉

の提供ビジョン」を取りまとめ、高齢者、障害者、児童等の福祉サービス

を総合的に提供する仕組みを構築するという今後の福祉の方向性を示す

とともに、平成 28 年３月に、総合的な福祉サービスの提供を行う上で現

行制度において運用上対応可能な事項を整理した「地域の実状に合った総

合的な福祉サービスの提供に向けたガイドライン」を取りまとめている。 

    その中で、障害者グループホームと認知症対応型グループホームについ

ては、ともに「家庭的な雰囲気の下で生活する住まい」であることから「設
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備の共用は可能」であり、一体的に運営することが可能と整理されている。

都道府県並びに市町村におかれては、これらの趣旨や内容を十分ご理解の

上、引き続き、グループホームの適切な運用を図っていただくようお願い

する。【関連資料８】 

 

 

（３）矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行支援について 

   矯正施設等を退所する障害者の地域生活への移行支援については、地域生

活定着支援センターと保護観察所が協働し、グループホーム等の福祉施設へ

の受け入れ調整等を実施しており、地域移行支援の対象としている。 

また、都道府県地域生活支援事業の「矯正施設等を退所した障害者の地域

生活への移行促進事業」を活用することも可能である。 

矯正施設等の退所後、グループホームや自立訓練、就労継続支援等におい

て、地域で生活するために必要な相談援助や個別支援等を行った場合には、

報酬上、「地域生活移行個別支援特別加算」及び「社会生活支援特別加算」

により評価している。 

地域生活移行個別支援特別加算の算定実績は、全国的には増加傾向にある

が、算定実績の全くない自治体もあり、地域によって取組状況に差異がみら

れるため、都道府県並びに市町村におかれては、矯正施設等に入所している

障害者の円滑な地域生活への移行に取り組むようお願いする。 

 

（参考） 

地域生活移行個別支援特別加算の算定実績の推移 

 Ｈ28 年 10 月  Ｈ29 年 10 月  Ｈ30 年 10 月  R 元 年 10 月  

介 護 ｻｰﾋﾞｽ包 括 型  

グループホーム 

311 人  335 人  397 人  456 人  

153 事 業 所  160 事 業 所  185 事 業 所  202 事 業 所  

日 中 ｻｰﾋﾞｽ支 援 型  

    グループホーム 
  

3 人  4 人  

3 事 業 所  3 事 業 所  

外 部 ｻｰﾋﾞｽ利 用 型  

    グループホーム 

75 人  80 人  72 人  81 人  

41 事 業 所  42 事 業 所  35 事 業 所  37 事 業 所  

障 害 者 支 援 施 設  45 人  45 人  39 人  27 人  

24 事 業 所  26 事 業 所  25 事 業 所  18 事 業 所  

宿 泊 型 自 立 訓 練  66 人  60 人  63 人  72 人  

44 事 業 所  41 事 業 所  39 事 業 所  51 事 業 所  

合 計  497 人  520 人  574 人  640 人  

262 事 業 所  269 事 業 所  287 事 業 所  311 事 業 所  

  ※日 中 サービス支 援 型 グループホームは平 成 30 年４月 創 設  

※障 害 者 支 援 施 設 については、地 域 生 活 移 行 個 別 支 援 特 別 加 算 (Ⅱ)（個 人 加 算 ）の算 定 実 績  

99
64



社会生活支援特別加算の算定実績の推移 

  ※社 会 生 活 支 援 特 別 加 算 は平 成 30 年４月 創 設  

 

 

（４）障害者ピアサポート研修事業について 

   地域移行や地域生活の支援に有効なピアサポートを担う人材の育成のた

め、令和２年度予算案（地域生活支援事業）において、自ら障害等の経験を

持ち、経験を活かしながら他の障害者の支援を行うピアサポーター及びピア

サポーターの活用方法等を理解した障害福祉サービス事業所等の管理者等

の養成を行う「障害者ピアサポート研修事業」を創設した。 

なお、本事業の実施要綱は既に通知したところであるが、都道府県並びに

指定都市は本事業の趣旨をご理解の上、積極的な取組をお願いしたい。 

【関連資料９】 

 

 Ｈ28 年 10 月  Ｈ29 年 10 月  Ｈ30 年 10 月  R 元 年 10 月  

自 立 訓 練 （機 能 訓 練 ） 

  

1 人  2 人  

1 事 業 所  2 事 業 所  

自 立 訓 練 （生 活 訓 練 ） 170 人  216 人  

61 事 業 所  76 事 業 所  

就 労 移 行 支 援  33 人  50 人  

16 事 業 所  27 事 業 所  

就 労 継 続 支 援 （Ａ型） 21 人  27 人  

14 事 業 所  18 事 業 所  

就 労 継 続 支 援 （Ｂ型 ） 145 人  248 人  

80 事 業 所  133 事 業 所  

合 計  
  

370 人  543 人  

172 事 業 所  256 事 業 所  

100
65



-

-

-

-

-

101
66



- -

- -

 

- -

102
67



-

- - -

-

-

103
68



-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

104
69



105

抜粋

関連資料８

70



106
71



107
72



108
73



109
74



11 障害者虐待の未然防止・早期発見等について 

 

（１）障害者虐待の未然防止・早期発見について【関連資料１】 

① 障害者虐待事例への対応状況等 

    令和元年 12 月 20 日に公表した平成 30 年度の障害者虐待に関する調査

結果では、養護者による虐待と判断された件数は平成 29 年と比較して

3.5％の増加（1,557 件→1,612 件）となり、施設従事者等による虐待と判

断された件数は、平成 29 年度と比較して 28％の増加（464 件→592 件）

となっている。 

 

② 通報の徹底及び虐待事案における適切な対応について 

    施設従事者等からの相談・通報件数が増加傾向にあることは遺憾である

が、その一方で、障害者虐待防止法（以下「法」という）第 16 条 1 項に

定める通報義務に関する理解が施設従事者等へ深まりつつある状況と考

えられる。障害者虐待の深刻化、重篤化を防ぐため、通報義務についての

周知を更に徹底するとともに、法第 16 条 4 項において、虐待通報を行っ

た職員等への不利益な取扱い等がなされないことについても周知徹底を

図られたい。 

    このため、各都道府県において実施される障害者虐待防止研修における

障害者福祉施設管理者等の研修受講を勧奨するとともに、研修受講状況に

ついて把握し、未だ研修を受講していない管理者等に対しては、改めて研

修受講の徹底を図られたい。 

    また、報道等で明らかになる重篤な虐待事案が散見されることから、市

町村においては事業所に対する適切な事実確認を実施するとともに都道

府県等においては、市町村と連携して適切な権限行使を視野に入れた指導

をお願いしたい。 

    さらに、ＬＧＢＴのような性的指向・性自認を持つ虐待を受けている障

害者について、当該障害者の多様な特性に配慮した上で、本人の意思や人

格を尊重した適切な措置が講じられるよう、各都道府県においては、事業

者や市町村に対して周知を図られたい。 

 

 

（２）令和２年度障害者虐待防止・権利擁護指導者研修について 

令和２年度障害者虐待防止・権利擁護指導者研修については令和２年 11

月 17 日・18 日の２日間、埼玉県所沢市の国立障害者リハビリテーションセ

ンターで開催する予定である。詳細については決定次第、別途連絡を行うの

で、適任者を推薦いただく等、ご協力をお願いする。 
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（３）障害者虐待防止対策支援事業について【関連資料２】 

令和２年度の予算（案）における障害者虐待防止対策支援事業（地域生活

支援促進事業）については、市町村虐待防止センター及び都道府県権利擁護

センターにおける専門性の高い職員の配置等による体制の整備、地域の行政

機関や専門機関、住民等との連携協力体制の強化、その他研修や普及・啓発

事業を行えるよう引き続き必要な予算を確保することとしているので、積極

的な活用をお願いしたい。 
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